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寄稿 ・解説

経済産業省における

平成14年 度情報化関連施策
経済産業省商務情報政策局 情報政策課

1.予 算

※数字 は14年 度予 算,カ ッコ内 は13年 度予 算

すべ ての 国民 がITの メ リ ッ トを享受 で きる

豊 か な生 活 を実 現 し,ITの 活用 を通 じた新規

産 業 の創 出 と既存 産業 の効率化 を達 成す るた

め,高 度情 報通信 ネ ッ トワー ク整備 と人材 育

成 によ り高度情報 通信 ネ ッ トワー ク社 会 の実

現 に不 可 欠 なイ ンフラ を形 成 す る とと もに,

電 子政府 ・電子 商取引 等 の促 進 に よ り,こ の

イ ン フラ を活 用 した取 引 や 活 動 を活 性 化 す

る。

(1)電 子政府 ・公的分野 の情報 化

OITCity構 想(情 報 システ ム に よる公 的

分 野 の広 域連 携 の推進):19.4億 円(新

規)

Oe!プ ロ ジェ ク ト(先 進 的情 報 通信 技 術

の実 証事業):15.0億 円(新 規)

○汎 用 電子 申請 シス テ ム 開発事 業:7.3億

円(5.9億 円)

○情 報 技 術 ・市 場 評 価 基 盤技 術 等 開 発 事

業:3.0億 円(2.7億 円)

○工 業標 準 策定 シス テ ム:L7億 円(0.1億

円)

Oe－ 中小企 業庁(中 小企 業施 策 メー ルマ ガ

ジ ン):0.3億 円(新 規)

(2)教育 の情報 化 ・人材 の育 成

OIT教 育 改 善 モ デ ル開 発 ・普 及 事 業:3.5

億 円(新 規)

○情 報 処 理技 術 標 準 策 定 ・普 及 事 業:L8

億 円(新 規)

○ 地域 産業 協 力 型 教 育 情 報 化 推 進 事 業:

1.8億 円(3.0億 円)

(3)情報 セ キ ュ リテ ィ対策

○ 電子 政府 の セキ ュ リテ ィ技 術 開発:10.0

億 円(14.1億 円)

○情 報 セ キ ュ リテ ィ対 策 の推 進:6.0億 円

(5.5億 円)

○ 電子 署 名 ・認証 制 度 利 用促 進 事 業:0.9

億 円(LO億 円)

(4)情 報通信技術 開発

○ 世代 半 導体基 盤技術 高度化 プロ グラム:

45.9億 円(339億 円)

○ 報通信 基 盤高 度化 プロ グラム:28.9億 円

(6.1億 円)

○ ロボ ッ ト要素 技 術 開 発 プ ロ グラ ム:LO

億 円(新 規)

○情 報 バ リア フ リー プ ロ ジ ェ ク ト:4.8億

円(7.5億 円)

○ 未 踏 ソ フ トウ ェア 創 造 事 業:11.0億 円

(11.0億 円)
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○次世代 ソフ トウェ ア開発 事業12.0億 円

(新規)

(5)ITを通 じた経済活動基盤の国際展開

○ ア ジアe-Learning(遠 隔教 育)の 推 進:

25億 円(新 規)

○海外IT技 術 者育成:8.5億 円(2.0億 円)

○情 報 処理 技術 者 試 験 相 互認 証:2.5億 円

(25億 円)

(6)電子商取引 ・中小企業の情報化の推進

○ デジ タルマ イス ター(設 計 ・製造技 能 の

IT化)プ ロジ ェ ク ト:12.9億 円(19.0億

円)

○ 中小 企 業 向 けe-Learning事 業:2.0億 円

(新 規)

○電子 商取引技術 基盤 の相 互運用性 に関す

る調査研 究:2.7億 円(1.0億 円)

2.税 制

経 済社 会 の高度情報 化 の推進 の ため に,以

下 の税 制 を講 じてい る。

(1)プ ログ ラム等準備 金

高度情 報化社会 実現 の鍵 となる ソフ トウェ

ア,高 度 なサー ビス,デ ー タベ ース,シ ステ

ム インテグ レーシ ョンの供給基盤 の整備 を行

うため に,こ れ らに特有 な費用 に充て るため

の準備金 を積 み立 て る。

(a)汎用 プロ グラム開発準備金

汎用 プログ ラムの取引 に関わ る収入金額 の

うち,制 御 プ ログラムに係 る もの,制 御 プロ

グ ラム以外 の もの について,そ れぞれ一定割

合 の準備金 を積 み立て る,な お,中 堅 中小企

業 の経済 ・金融情 勢 に鑑み,一 定 の収入以下

の部分 につ いて は積 立率 を引 き上げ ている。

・制御 プロ グラム

売上 高50億 円以下

積 立率10%

売 上高50億 円超

積 立率0%

・制御 プ ログ ラム以外

売上高100億 円以下

積 立率20%

売上 高100億 円超

積 立率10%

(b)ソ フ トウェ ア高度化 基盤整 備準備 金

高度 な ソ フ トウェ ア/サ ー ビスの取引 に関 わ

る収 入金額 につ いて一定 割合 の準備金 を積 み

立 て る。

・積 立率7%

(c)デ ー タベ ース準備 金

デ ー タベ ースの収入 金額 につ いて一定割合 の

準 備金 を積 み立 て る。

売上高100億 円以下

積 立率8%

売上 高100億 円超

積立 率6%

(d)統合 システム保守準備金

システムインテグレーシ ョン事業の収入金額

について一定割合の準備金 を積み立てる。

・売上高50億 円以下

積立率10%

・売上高50億 円超

積立率0%

(2)電子計算機買戻損失準備金

将来確実 に発生する電子計算機の特別買戻

損失(電 子計算機の レンタルバックに伴い必

然的に発生する買戻損失)に 引き当てるため

一2一



に,買 戻損失の実績 に基づいて算定 される金

額を限度額 とする準備金 を積み立てる。

(3)中小企業投資促進税制

中小企業が導入する1設備の取得価額が160

万円以上(リ ースの場合 は210万 円以上)の

全ての機械 及び装置 と,1設 備 または同一種

類の複数設備 の取得価額 の合計が100万 円以

上(リ ースの場合 は140万 円以上)の パソコ

ン等の特定の機具備品について,取 得価額の

7%の 税額控除 または初年度30%の 特別償却

を認める。

(4)増加試験研究費税額控 除

当期 の試験研究費の額が,過 去5年 間の う

ち上位3年 間の平均 の額 よ りも増加 した場合,

増加 額の15%相 当額 を法人税額か ら控除す

る。

3.財 政 投 融資

経済社会の高度情報化の推進のために,以

下の財政投融資制度 を講 じている。

(1)電子商取引関連情報処理 ・通信 システム

整備

電子商取引の早期実用化 を推進す るため,

認証事業や安全対策事業等のシステム整備等

に対 し低利融資 を行 う。

(2)情報化基盤促進事業

産業や教育分野の情報化 を促進するため,

電子計算機 レンタル事業に対 し低利融資 を行

う。

(3)情報セキュリティ等整備促進事業

サ イバー空間の安全性 ・信頼性 を確保 した

情報セキュリテ ィ設備の導入,セ キュリテ ィ

向上 を促進する情報関連機器の製造設備等 に

対 し低利融資 を行 う。

(4)情報処理信頼性向上等整備促進事業

企業及び機器の信頼性向上等 を図るため,

不正 アクセス防止設備等の安全対策事業及び

信頼性基準や電磁適合性基準 を実現する電子

計算機等の製造設備 に対 し低利融資 を行 う。

(5)戦略的情報技術活用促進貸付(中 小企業

金融公庫等),情 報技術導入促進貸付(国 民

生活金融公庫)

中小企業が中小企業支援機関等 を通 じ,IT

コーデ ィネータ等が関与 したIT投資 を行 う場

合に低利融資 を行 う。

(6)高度 プログラム安定供給事業

情報処理 システムの高度化 に対応 し,ソ フ

トウェア開発 に係る重複投資の効率化を図る

とともに,高 度 ソフ トウェア人材の育成 を促

進するため,情 報処理振興事業協会において

汎用 プログラムの開発促進,情 報化人材教育

に資するソフ トウェアの開発を行 う情報処理

振興事業協会 に対 して出資(産 投特会)を 行

う。
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寄稿・解説『

情報化人材の育成について
経済産業省商務情報政策局 情報処理振興課情報化人材室

1.情 報 化 人 材 施 策 の 体 系

(1)21世 紀 に我 が 国産 業 が,競 争 力 を維 持 ・

向上 し続 け て い くため に は,自 社 の み な

らず 関連 企 業 まで を巻 き込 んだ業 務 プ ロ

セ ス,組 織 体 制,蓄 積 知 識 の 活 用 方法 の

改 革 や,新 事 業 の 開 発 とい っ た構 造 改 革

へ の 取 り組 み が不 可 欠 で あ る。 こ れ らは

情 報 技 術 の 活 用 を通 じて 実現 され る もの

で あ り,情 報 化 投 資 は,も は や 企業 戦 略

その もの とな ってい る。

(2)ま た,情 報 技 術 の急 速 な進 歩 や 適 用 す る

業 務 の 急 速 な拡 大 に よ り,ITベ ンダー に

も更 に様 々 な専 門 的 ス キ ルが 要 求 され る

よ う に な っ て きて い る 。

(3)情 報 化 投 資 の実 現 にあ た って は,投 資 を

決 断 す る の も,シ ス テ ム を構 築 す るの も

全 て 人で あ り,人 材 の資 質 と取 りま く環

境 が 情 報 化投 資 の 成否 を決 定 付 け る要 因

と もなってい る。

こ う した こ とか ら情 報 化 人材 の育 成 にあ

た って は,単 にIT市 場 に求め られ る優 秀 な

IT人 材 のみ な らず,ユ ーザ ー ・ベ ン ダー双

方 か らIT人 材 育成 に関 わ る環境 整 備 に努 め

る こ とと してお り,以 下 の施策 に取 り組 ん

でい る。

噸 匿＼

<ユ ーザー とベン ダー を

つな ぐス材の青斑'活 用〉

/

㌘@
(－ITコーディネータ_一)

w材 市場の活性化
＼ ＼

/

ぐ〃ス材育成の <〃ス材繊 の

チや一 声の提示〉 インフラの整赫〉

スキル・スタン 情報処理技術

ダードの策定 者試験

レ
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2.具 体 的 施策 の概 要

(1)経営者 の意識改革 の推進 とそれを支 え

る人材の育成

情報技術(IT)の 導入によって産業競争力

の強化 を図ってい くためには,我 が国の経済

基盤 を支える中堅 ・中小企業の情報化投資を

促進 してい くことが不可欠。そのため には,

経営者 自身が情報化 を理解 し積極的に推進 し

てい くことが重要 との観点か ら,中 堅 ・中小

企業経営者のために戦略的情報化投資 に関わ

るあ らゆる情報 を提供す るプロジェク トとし

て,平 成11年 度 より 「戦略的情報化投資活性

活性化事業(ITSSP)」 を開始。

○経営者のITに 関する知識不足 の解決を図

る事業 →ITSSP

O経 営者を支援す る人材の育成 →ITコ

ーディネータ制度

ITSSPとITコ ー デ ィネ ー タ制 度 の 関 係

I

T

S

S

P

全 国 で セ ミナ ー 開 催(啓 発 ミッシ ョナ リー 活 動)

一 一 企 已'

業

訪}一}一 一倍 「 …

臼田畑』_一 項目■

経 営 者

交流 会 ・研 究 会

断、∠』
「

共

流

ペ
シ
リ
ノ

提
交

報
報

圭
目

主
日

赤

1

ふ
η1

ぺw〔 〉^㌢燃

馨 ネ ー タ

ー ヤ1.コ膓.衝5コ ⇒.1浅7:蟹:】='工 蝋ご=工 一一

① 戦 略 的 情 報 化 投 資 活 性 化 事 業(通 称

ITSSP:ITソ リューション・スクエア・フ。ロジェクト)

・中堅 ・中小企 業経営 者 を中心 に,自 らが主

体 的 に情 報化投 資立案 に参 画す る こ との重 要

性 を理 解 して もらうため,セ ミナー 開催 及 び

個 別企 業訪 問 を実施 す る。

・知見 や きっか け に乏 しい中堅 ・中小企 業 の

経営者 に情 報化戦 略立案 に対 す る具体 的 なイ

メー ジ を持 って も ら うた め,Internetを 通 じ

た事例 紹介,経 営 関連情 報 の提 供 や,経 営者

同士 の意見 交換 の場 を設 け る◎

・Intemetだ けで な く
,Realの 場 で も経営 者 同

士 が意見交換 で きる経営 戦略責任 者交流 会 を

実 施す る。
じ

・平成14年 度 は ,戦 略 的情報化投 資活性 化支

援 事業(新ITSSP)と して引 き続 き事業 を継

続 し,誕 生 したITコ ーデ ィネー タ と中小 企業

経 営者 とのマ ッチ ングやITコ ーデ ィネ ー タと

経 営者等 とのネ ッ トワー ク作 りを支援 す る活

動 に注 力す る予 定 であ る。
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〈実績:平 成13年 度 末 まで 〉

-ITSSPセ ミナ ー:104箇 所 ,1万2千 人(8割

が経営 者)参 加。

一個 別企業 訪問 二延べ1 ,500社

一経 営 戦 略 責 任 者 交 流 会:91箇 所 ,延 べ

1,300人 参 加

②ITコ ーデ ィネー タ制度

・経 営 とITの 双 方 に通 じ,経 営者 の立場 に立

って経営戦 略の立 案 か らそれ を実現す る シス

テ ム構築 ・導入 まで を一貫 してサ ポー トで き

る人材 を,試 験や研修 を通 じて育成 ・認定す る。

・ITSSP事 業 の一環 と して検 討 され て きた も

の で あ るが,本 年2月 にITコ ー デ ィネ ー ター

制 度の運営 主体 としてNPO法 人 「ITコー デ ィ

ネー タ協 会」 を設立。

・ITコ ーデ ィネー タ育 成 のため の カ リキュ ラ

ム作成 や イ ンス トラク ターの養成,ケ ース研

修 等 を開始 。平成13年10月 に は初 のITコ ー デ

ィネー タが認 定 され,平 成14年2月 の認 定者

と合 わせ,現 在1,128名 がITコ ー デ ィネー タ

資格 を取 得 した ところ。

ITコ ー デ ィネー タ認 定 者(資 格 別)2002年2月1日 現 在1,128名

情報処理技術者

(システムアナリスト)

(システム監査技術者)

(プロジェクトマネージャ)

(上級システムアドミニストレータ)

技術士

公認情報システム監査人

中小金集診断上

公認会計士

税理士

PMP

日本経営品質審査員

未確認

0 50 100

・ITコ ーデ ィネ ー タ制 度 は,毎 年,資 格 の更

新手続 きが必 要 で あ り,過 去3年 間 の実務 実

績 と知識研 讃が ポ イ ン ト換算 され,一 定 ポイ

ン ト以上維持 され てい るこ とが資格 更新 の要

件 となってい る。

・今後 は
,中 小企 業 に対す る専 門家派遣 制度

150 200 250 300 350 400

へ のITコ ーデ ィネー タの活 用や,政 府系金 融

機 関 のIT貸 付 制度 において,か かる専 門家 派

遣 を受 けた場 合 の優 遇金利 の適用等,ITコ ー

デ ィネー タに対す る支援体制 の充実 を図 って

い くこ とと してい る。
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(2)IT人 材 育 成 の チ ャー トの提 示 〈ITス キ ル

ス ・タンダー ドの 策定>

ITサ ー ビス を提供 す る側 において は,オ ー プ

ンな ネ ッ トワー ク環境 を積極 的 に活 か した新

たなITの 活 用法 やそ のため の的確 な シ ステ ム

の構 築 に不 可 欠 とな る企画 ・調達 を行 え る専

門家,技 術 の オー プ ン化 に伴 う新 た な技 術 の

取 得者 な ど時代 の ニ ーズ に合わせ た高度 なIT

技術 者が大 幅 に不足 してお り,絶 対 数 の不足

は も とよ り,従 来 の よ うな一・定 の用途 に応 え

る開発 ・運用 の専 門家 に 人的資源 が偏 在 して

い る状況 にあ る。

経 済 産業 省 が平 成13年9月 にITベ ン ダー企

業 に対 して実 施 したITエ ンジニア に関す る調

査(JISA・ 大 手 ハ ー ドウエア ー企業,541社

へ の ア ンケー ト調 査。 回答社数200社)で は,

高度IT技 術 者 に関す る不 足感が非 常 に大 きい

とい う結 果が 得 られ たc,回 答結 果か らは,IT

コンサ ル タ ン トにつ い ては93 .1%,プ ロ ジェ

ク トマ ネー ジ ャー は91.3e/,,高 度ITス ペ シ ャ

リス トは93.3%の 企業 が 「不足 」 してい る と

の回答 が寄せ られ てお り,こ れ を質的 に見る

と,情 報 システ ム全 体の企 画 ・調達 な どを行

う特 定 分野 におい て 人材が大 幅 に不足 してい

る との 反応が あ った、,

しか しなが ら,JISAが 行 った事 業者 ア ンケ

ー トか らは
,既 に この ような状 況 に対 してIT

サ ー ビス企業 の側 にお いて も,高 度 なIT技 術

者 が担 う上流 工程 に対す る取 り組 み の弱 さに

つい ての問題 意識 は芽生 え始 めて いる こ とが

伺 える。

自社の強み と今後の課題

100%80%60%400020%0%

経営戦略や業務についての分析・提案能力

効率的な開発のためのノウハウ及び体制

特定技術分野での高い専門性・技術力

顧客業務・特性の理解

川上から川下までの総合力

さまざまな契約形態に対応する柔軟性

安全性・信頼性の確保に対する十分な努力

大規模プロジェクトの運営実績

充実したサポート体制とサホートノウハウ

出 典:情 報 サ ー ビス産 業協 会(JISA)

その他

0%20%40%60%80%10000

0現 在も優位 ■優位ではない

・平 成12年8月 「事 業者 ア ンケ ー ト調 査 」
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このように,高 度IT技 術者の育成が急務で

はあるものの,IT技 術者 に関す る人的資源開

発には,

☆専門家を育てるためのスキルアップを磨 く

ための機会がない

☆雇用者たる企業の側に専門家育成の指針 と

なる事業戦略が希薄

などの問題があ り,人 的資源開発 に対する投

資の絵 を描 きに くい状況にある。

この ため,ITサ ー ビス側が企 業戦略 及 び育

成 すべ きスキルの 内容 につ いて明確 な 目標 と

認 識 を持 ち,ITユ ーザ ー側 やITサ ー ビス と戦

略 的 に提携 してい く各種事 業者 同士 が市場 で

取 り引 きされ るべ きス キ ルの 内容 につ い て,

共通 の 目標 と認識 を もて る ような基盤 を整備

す るこ とが必要 となって い る。

この よ うな事態 に対応 す るため,IT労 働市

場 の実需 に即 したIT技 能 に係 る客観 的 な指標

を整備 し,ITサ ー ビス に係 る仕事 の種 類 と,

そ れ ぞ れ の業 務 に対応 した作 業 に必 要 な技

能 ・知識等 を体系 化 したス キル ・ス タンダー

ドの開発 を進 めて い く。 このス キル ・ス タン

ダー ドに よ り,IT技 術者 の キ ャ リア ・パ ス ・

イメージ と係 るキ ャリアに必要 なス キル を明

示す る こ とに よ り,IT技 術者 の育成 ・活用 を

容易 に して い く。

(参 考:ITス キ ル ・ス タ ン ダー ドの概 要)

ITス キ ル ・ス タ ン ダ ー ドは,ITサ ー ビス 関

連 の業 務 に必 要 と され る ス キ ル を体 系 的 に整

理 した もの で あ り,以 下 の2つ の 指 標 に よ り

構 成 さ れ る 。

OITサ ー ビス 関 連 の ス キ ル を体 系 化 した チ ャ

ー トと して の"SkillFramework"

OSkillFramework上 の 各 ス キ ル の 達 成 に必 要

と さ れ る 知 識 や 能 力 を 整 理 し た"Skill

Standard"

ITス キ ル ・ス タ ン ダ ー ドの 整 備 に よ り,

個 々のITサ ー ビス業務 に必 要 とされ るス キル

や市 場 ニーズ の高 いスキ ルが 明確 に な り,企

業 やIT技 術 者 にお け るキ ャ リアパ ス の設計,

企 業 間の プロ ジェ ク トベ ースで の高度 なスキ

ル の流動 化,あ るい は教育 ビジネスの活性化

な どが期 待 される。

なお,ITス キ ル ・ス タンダー ドの基本要 素

は以下 の3つ となる。

☆職種(Career):ITサ ー ビス を 「コ ンサル」,

「PM」,「ITス ペ シャ リス ト」 な ど11の 職種

に大別 。

☆ 業 務(JobCategory):各Careerを 「e-

BusinessのPM」,「 ソフ トウェア開発 のPM」

の ように個 別業務 に細分 。

☆作 業(Task):各JobCategoryを 実施 す る

ため に必 要 な作 業 を 「品質管理」,「組織 管

理 」 の よ うに さ らに細分 。

一一8一



L－

<CareerPath> <SkillFramework> <SkillStandard>

4>1

一 一{謡 麗 麗 鴛1:…

くコ1

JobCategory

e

JobCategory

JobCategory

1{謡麗 麗 隠 器…

1{
圃[頗][麺]㎞ ・wled・

圃[KPI][巫 極]㎞ ・wl・d・

圃[亘][麺]㎞ ・wl・dg・

圃[亘][亙 亟]kn・wl・d・

 

{
3・b・a・・g・・yl{謡 圏 隅 蒜

JobCateo

(3)IT技 術者育 成 の イ ンフラ整 備

①情 報 処理技 術者 試験 のCBT(コ ンピュー タ

を活用 した試験)導 入

平 成13年3月,情 報 処理 技 術者 試験 評 議 委

員会答 申にお いて,受 験 者 に対す る利便性 の

向上等 の ため に 「平成15年 度中可能 な限 り早

い時期 に一 部 の試験 のCBT化 を開始 で きる よ

うに検 討 を進 め る」 との提言 を受 けて,平 成

15年 度 中 に基 本情 報 技 術 者試 験(FE)か ら

導 入す る予 定 。

現 在,従 来形 式 の試験 との同等性 につい て

の検 証 やセ キュ リテ ィの確 保等 の課題 を踏 ま

え なが ら制 度設 計 の検 討 を進 め て い る と こ

ろ。

②情 報 処理技 術者試験 の アジア展 開

か ねて よ り,ア ジア諸 国(タ イ,フ ィリピ

ン,韓 国等)か ら本国家 試験 制 度 につい て協

力要 請 が あ った こ とを踏 まえ,2000年10月,

平沼通 産大 臣(当 時)か らアセ ア ン+中 韓 日

の経 済 閣 僚 会議 にお い て,「 ア ジアITス キ ル

標準 共通化 イニ シアチ ブ」 を提 案。 アジア各

国 がIT技 術者 の能力 の 開発 に試験 制 度 を導 入

す る場 合 には,我 が 国の これ までの試験 に関

す る ノウハ ウ,ス キ ル標 準(英 語 版),試 験

問題(英 語 版)を 提供 し,協 力 を行 う意 向 を

表 明。

これ を受 けて,2001年2月 イ ン ド,同 年8月

シ ンガポ ー ル,同 年12月 韓 国,2002年1月 に

中国 との問 で相互認 証 を実施、,イ ン ド及 び シ

ンガポー ルについ て は,相 互認 証 を結 んだ相

手 国試験 の 合格者 に対 す る入国規制緩和 措 置

が とられ た ところ。今 後,韓 国 及び中国 につ

い て も適 用 され る見込 み。

現 在,タ イ,マ レー シア,フ ィリピ ン,ベ

トナム 及び ミャンマ ー にお いて,我 が 国試験

制 度の ノウハ ウ に基づ き試験 制 度 を設計 中で

あ り,既 に4ヶ 国で は トラ イア ル試 験 を実 施



済み。本格的な試験制度の立ち上げに向けて

支援 を継続 しているところ。

(参考:ア ジアITス キル標準化イニシアティ

ブについて)

1.背 景

アジア各国は,ITに よる更なる経済成長を

実現 してい く上で,良 質かつ豊富な労働力 を

積極的に活用すべ きであ り,かかる観点か ら,

各国が人材育成,特 にITを促進 し経済のIT化

の進展を支 えるIT技術者 の育成を行い,さ ら

にその人的資源をアジア全体の共通の財産 と

して最大限活用 してい くことが極めて重要 と

なっている。

従来,ア ジアの数 力国から我が国の情報処

理技術者試験制度に強い関心を示 されてきて

お り,ア ジアの国々がIT技 術者 について能力

開発指標及び評価指標 として何 らかの制度を

もち,そ のスキル標準 について各国間で共通

化す ることは,各 国のIT技 術者の レベルアッ

プ,IT技 術 者 の国境 を越 えた就業機会 の拡 大,

各 国IT企 業(特 に ソフ トウェア企 業)の ア ラ

イア ンス等 に大 き く貢 献す る もの と考 え られ

る。

この ため,以 下 の協力 内容 を実 施。

2.協 力 内 容 等

○我 が 国の情報処 理技術 者試験 の経験 ・ノ ウ

ハ ウ を活用 して,ア ジア地域 でIT技 術 者 を

対象 とす る試験制 度の創 設,ス キル ス タン

ダー ドベ ース での相互 認証 を通 じ,ア ジア

各 国 のIT人 材 育成 を支援 し,ア ジア大 で の

IT人 材 の流動 性 の向上 ・有 効活用 を図 る。

○ 本件 は,2000年10月 の第2回ASEAN+日 中

韓経 済 閣僚 会 合(チ ェ ンマ イ)に おい て,

平 沼通 産 大 臣(当 時)か ら提 案 。2001年3

月 の高級 事 務 レベ ル会 合SEOM+3(ク ア

ラル ンプー ル)に お い て,ASEAN+日 中

韓 のプ ロジ ェク トと して承 認 された。
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口はじめに

中央情報教 育研究所(CAIT)は,前 身の

IITから数えると30余年 にわた り高度情報処理

技術者の育成のための研修や関連の調査研究

等 を実施 してきた。最近においては,情 報処

理技術者スキル標準 を開発 して,情 報処理技

術者試験 と連携 しなが らわが国の人材育成や

アジアの国々へのスキル標準および試験制度

の普及,さ らには相互認証 に取 り組んで きた。

この間,研 修サービスに関 しては,近 年民

間の事業が充実 して きていること,ま た,ス

キル標準の充実お よび試験制度の国際展 開等

の諸課題に対 してより効果的に対応 してい く

観点か ら,当 研究所 を平成14年3月 末 をもっ

て発展的に解消 し,新 たな体制で情報化人材

の育成等に取 り組 んでい くことになった。

なお,CAITが 現在実施 している事業の う

ち,研 修 お よび普 及啓 蒙 に関す る業 務 は

JIPDEC本 部 に,ま た,情 報化人材に関する調

査お よび国際協力業務 は情報処理技術者試験

セ ンター(JITEC)に それぞれ移管 されるこ

とになっている。

本稿では,CAITの30余 年の活動の一端を紹

介す る。

口IITの 発足

昭和43年10月 に,側)日 本 情報処 理 開発 セ ン

ター(現 協 会)は コ ンピュー タスペ シ ャ リス

ト育成 の ため にわが国初 の本格 的専 門教 育機

関 と して 中央研 修 所 を設 立 した。 昭和45年3

月には,同 研修所 を母体 として,⑱ 情報処理

研修センター(IIT)が 設立された(事 務所は

浜松町世界貿易セ ンタービル)。

IITの主要事業は以下の とお りであった。

・上級情報処理技術者,情 報処理部門管理者

お よび情報処理技術者 を教育する者の養成

・上級情報処理技術者等の養成 に関する調査

研究 と成果の普及

・上級情報処理技術者等の養成 に関する建議

昭和47年4月25日 に,い まの 天皇 陛 下 で あ

らせ られ る皇太 子 殿 下 がIITに 行啓 にな られ

た。行啓 当 日には山内理事長(当 時)か らIIT

にお ける教 育の現状 お よびわが 国の情報 処理

教 育 の実態 と展望 につ い て ご説 明 申 し上 げ,

研修施設 や研修状 況の ご視察 を賜 った。 また,

コン ピュー タ室 にお いて,殿 下 ご自身親 し く

コン ピュー タに捜 せ られ,プ ロ グラ ミング手

法 につ いての実 習 を ご経験 にな られ た(陛 下
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タイム24ビ ルにお ける研修風景

には平 成10年9月 にJIPDECが 事 務局 を担 って

い る電 子商取 引実 証推 進協議 会(ECOM)と

企業 間電子 商取 引推 進機 構(JECALS)の ご

視 察 も賜 った)。

口3団 体 統合 と新IIT

昭和51年4月 に,(財)日 本情 報 処理 開発 セ ン

ター(JIPDEC),(肋 日本 情報開発協会(CUDI),

側)情報 処 理研 修 セ ン ター(IIT)の3団 体 は,

情 報化 を振 興す る公益法 人 としての使命 を よ

り効果 的 に遂行 す るため統合 して,(財 旧 本情

報処理 開発協会(JIPDEC)と なった。 このた

め研修教 育事業 は,旧IITの 研修 を主体 と した

教 育 とCUDIの 調 査 お よび普 及 ・啓 蒙 を主 体

と した活動が一元化 され,JIPDEC情 報処 理研

修 セ ンター(新IIT)と して よ り充実 した形 で

実施 され る ことになった。

IITで は,旧IITが 実 施 して いた研 修 事 業 を

すべ て継承 したほか,新 た に 「身体 障害者 の

ための コン ピュー タ基礎研修 コース」,「情 報

処理技術 者 のため の通信 教育 コース」,「発展

途上 国か らの研 修生 を対象 と した情報 処理 の

基礎 コース」 を開設 し実施 した。 また,研 修

事業 と平 行 して,調 査研 究事業 に も力 を入 れ

た。例えば,①OA化 による企業内の情報化の

進展や環境変化 に対応 した情報処理教育体制

のあ り方や,② 大学 をはじめ とする各種教育

機 関,政 府,民 間企業など各層に対する情報

処理教育の現状 と問題点 を明 らかにし,政 府

の情報処理人材育成施策への提言 とした。

口CAITの 設立

昭和60年 代 に入ると,わ が国の情報化の急

速な進展 と情報産業の急激 な拡大 に,情 報処

理技術者,特 に高度な情報処理 を担 う人材 の

供給が追いつかない状況 になって きた。こう

した状況の中で,産 業構造審議会情報産業部

会 は昭和61年3月 に情報化人材対策小委員会

を設置 して対応策 を検討 した。その結果 とし

て,翌62年4月 に 「高度情報化社会 を担 う人

材 の育成 についての提言(2000年 のソフ トウ

エア人材)」 が発表 された。

同提言では,西 暦2000年 にはソフ トウエア

需要が昭和60年 の3.5兆円か ら34,6兆円に拡大

す る一方,こ のまま放置すると97万 人の情報

処理技術者が不足す ると指摘 した。その対応

策 として,ソ フ トウエア技術者教育の充実,

情報 リテラシー教育の充実,就 業構造の転換,

情報大学校構想の推進,オ ンライン情報処理

技術者試験の創設など総合的な人材育成対策

の必要性 を説いた。

JIPDECは 提言 の趣 旨(特 に情報大学校構

想)に 基づ き,上 級情報処理技術者の教育 ・

研修事業の一層の充実を図ることに し,昭 和

62年6月 に情報処理研修 センターの拡充 ・改

組 によって,JIPDECの 付属機関 として中央情

報教育研究所(CAIT)を 設立 した。

CAITは 公的中立的立場 を活か して,高 度情

報化社会が求める情報処理技術者の新 しい人
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CAIT30年 余の活動の軌跡

材 像 を明 らか に して,技 術者 育成 の ための指

針,教 育 方法等 の研 究開発 に取 り組 む とと も

に,コ ン ピュー タ技術 者養 成の ため の専修 学

校 におけ る教 員 の質的向上 を図 るた めの イ ン

ス トラク タ教 育,あ るいは アプ リケー シ ョン

エ ンジニ アや ネ ッ トワー クエ ンジニ ア等 の高

度情報 処理技 術者 養成教 育の実施 な ど,新 し

い時代 の要 請 に応 えた事業 を展 開す る こ とに

なった。 当時の事 業 の柱 は以下 の とお り。

・情報 処理教 育 に関す る調査 ・研 究 ・開発

・情 報処理技 術 イ ンス トラ クタの養 成

・高度情報 処理技 術者 の養成

・情 報処理 教育 に関す る普及 ・啓蒙

・情 報化 人材育 成推進事 業へ の協 力

CAITに おける研修 は,① システムアナ リス

トやアプリケーシ ョンエ ンジニア等高度情報

化社会が要請する高度情報化人材研修 と,②

専 門学校や企業内教育のインス トラクタの質

的向上 を図る情報処理技術 インス トラクタ研

修 の2種類 に区分 される。

前者 においては,① モデル研修(平 成6年

度以降,新 標準カリキュラムの普及 ・啓蒙 を

図るため,高 度情報処理技術者研修 を改称 し

たもの),② 企画テーマ研修(公 的中立的機関

の立場 を活か した官公庁や団体等か らの委託

研修),③ 特定コース研修(一 般企業等からの

ニーズに合 わせて企画 ・構成 した研修)を 実

施 した。

後者は昭和62年 に通商産業省(現 経済産業

省)の 情報化人材育成連携機関委嘱要領によ

って定め られた 「委嘱制度」 に基づ き,委 嘱

を受 けた専門学校 に対す る教員研修の実施,

各種教育の ノウハ ウの提供 などを行 うもの と

して昭和63年 に開始 された。その後平成6年

には,委 嘱校制度に替わって情報化人材育成

学科認定制度にな り,JIPDECは その調査機関

に指定 され平成8年 度まで事務 を運用 したが,

同制度は平成11年 度に廃止 された(そ の後平

成14年 度 まで経過措置)。 また,平 成元年度

以降は,「企業内研修 リーダー養成研修」 とし

て,企 業における情報処理教育担当者の養成

も実施 した。

口標準 カ リキ ュラムの開発

産 業構 造 審議i会情 報産業 部 会情 報化 人材 対

策小 委員 会 は平成5年5月 の報告 にお いて,情

報化 人材 の類型 や,そ れ らの育 成 に向け た標

準 カ リキ ュラムの体系 な らび に同 カ リキ ュラ

ム に準拠 した情報 処理技 術者試験 制度 のあ り

方等,教 育 と評価 の一貫 した育 成 システ ムの

形 成 につい て提言 を行 った。

CAITは これを受 けて,新 情 報化 人材類型 お

よび標 準 カ リキ ュ ラムの検 討 を行 い,平 成5

年12月 か ら平成6年3月 にか けて,全17種 か ら

なる 「高度情 報化人材育成標準 カ リキュラム」

を発行 した(図 表1参 照)。 また,平 成6年4月

か ら同8年7月 にか けて,標 準 カ リキ ュラム に

準 拠 したモ デル テキス ト全17種,51分 冊 を作

成,公 表 した。

なお,そ の後 の ダ ウ ンサ イ ジ ングの進 展,

エ ン ドユ ーザ ー コ ン ピュー テ ィングの普 及,

マ ルチ メデ ィアの進 展 な どの環境 変化 に対応

す るため,標 準 カ リキュ ラ、ム の内容 の見直 し

を当初 予定 よ り早 め,平 成9年10月 に改 訂 版

標準 カ リキ ュラム を公表 した。

この 間,平 成8年7月 には,事 務所 を世 界貿

易 セ ンターか ら臨海副都心 の タ イム24ビ ルに

移転 した。
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ロ ス キル標 準開発 とアジア各 国 との連 携 ・協

力

平 成11年6月 に産 業構 造 審議 会情 報 産業 部

会情 報化 人材 対策小 委員会 が 「情 報化 人材 の

育 成 を巡 る諸課題 につ いて」 と題 す る中 間報

告 を発表 した。 これ を受 けて,情 報処 理技術

者 試験 制 度 の改 訂 が進 め られ,平 成12年6月

にその報告が 公表 され た。 その結果,従 来の

標準 カ リキ ュラム に準拠 した試験 の 出題 方式

は,IT技 術 の進 歩 と市場 のニ ーズ に柔軟 に対

応 しえない との判 断 か ら取 り止 め られ,代 わ

って情報 処理技術 者試験 セ ンターが試 験 区分

毎 に出題範 囲 を策定 し,CAITが これ に対 応 し

たス キル標準 を策定,そ れぞ れ公 表す る こ と

とな った。

CAITに おい ては,現 場業 務で実力 を発揮 す

る優 れ た技術者 を,ど の ような方法 に よ り育

成 ・評価 ・選 別 して い くか につ いて検 討 し,

その結果 と して,要 求 され る業務 が的確 に達

成で きたか否か を判 定す る指標 と して 「情 報

処理技術 者 スキル標 準」 を開発 し,平 成12年

7月 か ら平 成13年3月 にか け て順 次 公表 した。

スキ ル標準 の利 用 は,産 業界 に とって は 「実

務 能力 を保証 され た人材 の確保」,学 校 等教育

機 関 に とっては,「 企業が求め る知識 ・能力 ・

達成水 準の理解 ・把握」 の点 で意義深 い もの

であ る。 開発 したスキ ル標準 の種類 は以下 の

13種 。

・システ ムアナ リス ト

・プ ロジェ ク トマ ネ ジャー

・アプ リケー シ ョンエ ンジニ ア

・ソ フ トウエ ア開発技術者

・テ クニ カルエ ンジニ ア(ネ ッ トワー ク)

・テ クニカルエ ンジニ ア(デ ー タベ ース)

・テ クニ カルエ ンジニア(シ ステム管理)

・テ クニ カルエ ンジニ ア(エ ンベデ ッ ドシス

テ ム)

・上級 シス テム ア ドミニ ス トレー タ

・初級 シス テム ア ドミニ ス トレー タ

・システ ム監査 技術者

・基本 情報技術 者

・情 報 セキ ュ リテ ィア ドミニス トレー タ

平 成12年10月 に,ASEAN+日 本,中 国,韓

国の経 済 閣僚会 議が 開催 され(タ イ ・チ ェン

マ イ),「 ア ジアITス キ ル標準 化 イニ シアテ ィ

ブ」 が平沼 大 臣か ら提案 され採択 された。 同

イニ シアテ ィブは,ア ジアの各国 におい て試

験 制度 を作 り,ス キル標 準ベ ー スの相 互認証

を行 うこ とに よって,試 験 の合格者 の レベ ル

が 同 じで あ る こ とを確 認 しよ うとす る もの 。

これ を受 けて,CAITに 国際協力業務 室が設置

され(平 成13年2月),試 験 制度 の ない国 に対

して は,わ が 国の情報 処理技術 者試験 制度 の

ノウハ ウ提供 や トライ アル試験 のサ ポ ー ト,

試 験制 度の あ る国 とはスキル標 準 ベー スの相

互認証 が進 め られた。

相 互認証 に よって,他 国か ら技術 者 を受 け

入 れ る際 の 能力 評価 が可 能 にな る と ともに,

企 業 同士 が連携 した りアウ トソースす る際 に

相手企 業 に資格 を もった技術者 が どの くらい

い るかが共 通の指標 として活 用で きる。技術

者個 人 に とっては,国 境 を越 えて活 躍 で きる

可 能性 が広が り,人 材 の流動性が 高 まる こ と

が期待 される。

一 連 の 活 動 を通 じて
,こ れ まで に イ ン ド

(平 成13年2月),シ ンガポー ル(同8月),韓

国(同12月),中 国(平 成14年1月)と は相 互

認 証 を締 結 した。 また,タ イ,ベ トナ ム,ミ

ャ ンマ ー,フ ィ リピン,マ レー シアにおい て
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は,ト ライ アル試験 実施 や研修 のサ ポー トを

行 うな ど,ア ジアの 国々 との連携 ・協 力 を深

め た。

図表1高 度情 報化 人材育 成標準 カ リキ ュラム

.高 度 な専 門技 術 ・知識 を備 えた技 術者 の育 成 を 目指 す高度 情報処 理技術 者育成 カ リキ ュ

ラム

・シス テム アナ リス ト育成 カ リキュ ラム

・システム監査技 術者 育成 カ リキュ ラム

・プロ ジェク トマ ネー ジ ャ育 成 カ リキ ュラ ム

・アプ リケ ー シ ョンエ ンジニ ア育成 カ リキ ュラム

・プロ ダクシ ョンエ ンジニア育成 カ リキュ ラム

・ネ ッ トワー クスペ シャ リス ト育成 カ リキ ュラム

・デー タベ ーススペ シャ リス ト育成 カ リキ ュラム

・ソ フ トウェ ア生産技術 スペ シ ャリス ト育成 カリキュ ラム

・基本 シス テムスペ シャ リス ト育成 カ リキ ュ ラム

・システ ム運用 管理 エ ンジニ ア育成 カ リキ ュ ラム

・教育 エ ンジニ ア育 成 カ リキ ュ ラム

・デベ ロ ップ メ ン トエ ンジニ ア育成 カ リキ ュ ラム

・マ イ コ ン応用 システ ムエ ンジニア育成 カ リキ ュラム

ii.将 来 、高度情報 処理技術 者 を 目指 そ う とす る人達が 、入社1～5年 程 度の 間 に修 得 して欲

しい知 識や応用 能力 をま とめ た共通 カ リキ ュ ラム

・第一種 共通 カ リキ ュラム

・第二種 共 通 カ リキ ュラム

iii.情 報 シス テムの利用 者側 で情報化 を推進 す る人材 を育 成す るた めの カ リキnラ ム
㊨
・上級 システ ムア ドミニス トレー タ育成 カ リキ ュ ラム

・シス テム ア ドミニス トレー タ育成 カ リキ ュ ラム
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昭和43年10月

昭和44年3月

昭和45年3月

昭和46年3月

昭和49年3月

昭和51年4月

昭和55年4月

昭和56年4月

昭和61年3月

昭和62年6月

平成元年6月

10月

平成4年5月

平 成6年1月

4月

6月

平 成8年7月

平 成9年10月

平成11年6月

平成12年6月

7月

平成13年2月

一

働 日本情報処理開発セ ンター(現 「財団法人 日本情報処理開発協会」)中 央研

修所設立

「上級情報処理技術者養成研修」開始

上級情報処理技術者育成指針作成、公表

(肋1青報処理研修セ ンター設立 〔「中央研修所」事業継承]

東京都港区浜松町2-4-1世界貿易セ ンタービル7Fに 事務所設置

初級情報処理技術者育成指針作成、公表

中級情報処理技術者育成指針作成、公表

側沼 本情報処理開発協会 と統合、同協会の付属機関情報処理研修セ ンター とな

る

上級情報処理技術者向け通信教育開設(～61/3)

発展途上国情報処理研修開設(～59/3)

初級情報処理技術者育成指針、公表[前 「初級指針」の全面改訂版]

中央情報教育研究所 に改組

「上級情報処理技術者養成研修」 を 「高度情報処理技術者研修」に拡充、改編

「情報処理技術 インス トラクタ研修」 開始

高度情報処理技術者育成指針作成、公表

「企業内研修 リーダー養成研修」開始

新情報化人材 とその育成のための 「標準 カリキュラム」等の検討開始

[平成5年5月:産 業構造審議会 「今後、求め られる新情報化人材 とその育成策」

を提言]

「高度情報化人材育成標準 カリキュラム全17種 」作成、公表

「高度情報化人材育成モデルテキス ト全17種51分 冊」作成、公表(～8/7月)

「高度情報化人材育成モデル研修」開始(「 高度情報処理技術者研修」 を改訂)

東京都江東区青海2-45タ イム24ビ ル19Fに 事務所移転

新情報化人材 とその育成のための 「標準カリキュラム」の改訂版公表

産業構造審議会 「情報化人材の育成 を巡 る諸課題 について」中間報告発表

情報処理技術者試験制度改革の公表

スキル標準の作成、公表(～13/3月)

国際協力業務室 を設置
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準則 とは

平成13年 度末に経済産業省 より 「電子商取

引に関する準則」(仮称 以下準則)が 策定 ・

公表 され る。 この準則 とは,EC(電 子商取

引)ビ ジネスを推進する上で関係する現行法

の包括的な解釈指針である。民法,商 法 を初

めとする現在の法律 は,ECと いう新 しい技術

を用いた経済行為を前提 とはしていないため,

ECビ ジネスではその法律 ・条文が どのように

適用 されるのか不明確 な点が多い。また,具

体 的 な判 断 につい ては裁判所 の判 決が基 準 と

な るが,ド ッグイヤー,マ ウス イヤ ー と言 わ

れ るほ ど進 化 の速度 が著 しいECの 世界 で は,

1つ1つ の法的 問題 に対 す る判例 の蓄積 を待 っ

ていたので は安心 して取 引がで きるEC社 会 の

実 現 は 困難 で あ る。一 方,見 方 を変 えれ ば,

この解釈 の不 明確 さが ク リア になれ ば,新 た

なサ ー ビス ・市場 の創 出 につ なが る とも言 え

るであ ろ う。

電子商取引等に関する準則

① 司法で速やかに明確とならない法解釈を市場の要請に応じて迅速に明確化する。

2.準 則の内容については、ユーザーであるADR機 関や紛争当事者が利用しやすいものとすることが必要である。そのため、準則の対象と

なる項目については、まず、インターネット等のオンライン環境に関するルールと、取引対象がプログラムやデジタ順 ンテンツのような情報であるこ
とによるルールとに大別した上で、

(1)す ることが必要である。また、具体的な項目については、

1'`ン ルー

(率爾働 ●電子ゑ魔●旬はいつ獅遣したことになるか?一 「相手方ffTtaしうぺ音状胞sのA体化
e

、ヌ....、.攣 蒙嚢 蝋

(●賄卸

■サイパーモール運営宥はモール内で皇じた横書にどのよう
な■舎に責任を負うのか?

一 間法の毛管貧し責任書負う要件明硫化

オンライン
【

i緩'lf這 「ド≡'

{厚別例)合}w`'■

●蛸費者の掃作ミスによって意■しない■込みを行った増
金、消費●は意思表示の煩効を主■で曹るか?

一 電子翼的籏の解釈の明館化

一ー 一旦 賞齢L.一

知的財産

(

●ナップスターのような行為は現行法
でも違法性奪問う二とはでtるのか?

一 著律権法上ω公衆送信権や

複領■の侵害に当たるか膏か

(準則働

●どのようなデータベースであれば填
行法でも領口されるのか?

一 書俸櫨法上の鋼休憧が拒め

られる●■の萌確化

取 引 当 事 者 取 引 当 事 者

電子情報

ロヘロ 　 ド　がシ なロ　　　　　　　 ノ

}・丁猿 ・tt・xli.

(皐則例}● 便用承冑契約について.シュVンクラッヲやクリッケオンといった行為によeて翼的は有効に虞立しうるか?
一 民法第526条 篇2項の意思実現行為として章膳の意思表示と9められる褒件の明確化

(準間柄}● 使用掌胸奥釣の終了を祖保する故情的措置は許9さ れるのか?
一 民法1こおける自力棚 舟が許Sされ6頁kの 領確佗

(厚別例)● 電子情曽にどのようなパグがあった頃合にどのようなぼ求を行えるか?一 事頚巻の債務不履行責任の明確化

〉一ム ー●erコ"一 ゴ レー

(出典:産 業構造審議会 情報経済分科会第三 次提言パ ブリックコメン ト提出案 より)

このため,経 済産業省では,平 成13年 秋 よ

り産業構造審議会情報経済分科会 ルール整備

小委員会(委 員長:中 山 信弘氏 東京大学法

学部教授)に お いて準則策 定作業 に入 り,
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ECOMはECビ ジネス上での法的 トラブル事例

お よび企業におけるその解決 ・対処法等 を意

見 として提出することとなった。

今年度策定 される準則 は,BtoC(企 業一消

費者間)ECを 主眼に置いた内容 となってお

り,以 下の ような問題 についての具体的な解

釈指針が示 される予定である(平 成14年1月

現在予定。一部変更の可能性 あ り)。

第1オ ンライン取引

1契 約手法に関する問題

2新 たな取引の発展 に伴 う問題

3消 費者保護

第2情 報財取引

1ラ イセ ンス契約

2知 的財産

例 えば,契 約 の到 達 時点 において は平 成13

年12月25日 に施行 され た 「電子 契約法」 にお

い て 「発 信主義 か ら到 達主義へ の転換 」が 明

記 され ているが,実 際 に訴 訟 とな った場合 に

は 「どこへ の到達 を以 って契約 成立 とみ なす

か」が争 点 となる可 能性 が ある。消費者 のパ

ソ コンに受信 した時点 なの か,ま たはそ の消

費者 が契約す るイ ンターネ ッ トサ ー ビス プ ロ

バイ ダー(ISP)の サーバー に入 った時点 なの

か。消費 者のパ ソコ ンに受 信 した場 合 と した

時 には,消 費者側 の事情 に よ りメール を確 認

で きなか った場 合 の リス ク も企 業側が負 うこ

とになる。一方,ISPの サーバーに入 った時点

と した場合 には,そ の後何 らか の障害 に よ り

消費者がISPサ ーバ ーにアクセスで きなかった

場合 の責任 の所在 が問題 とな って くる。 この

ような問題 はほ んの一例 に過 ぎないが,現 在

の法規制 を実際 のECシ ステム運用 の現場 に当

てはめ た場合,責 任 の所在等 が不 明確 なケ一

難竜戴

スが多 々考 え られる。 また,こ の不 明確 さが,

新 ビジネス を立 ち上 げ よう とした際 に も法 的

リス クのあい まい さとな り,ECの 更 なる発展

に対す る阻害要 因 ともな りかね ない。

準則 はこの よ うな事 態 に対 し,経 済産業 省

としてあ る一定 の見解 を示 す こ とに よ り,法

的 リス クの予見可 能性 を高 める もの と して活

用 される こ とが期 待 され る(た だ し,最 終 的

な司法 判断 はあ くまで も裁判所 に よる判決 で

あ る点 を留意す る必要が ある)。 さ らには,こ

の ような解 釈 を策定 す る ことに よ り,ECOM

で現 在実 証実験 を行 ってい る ネ ッ トシ ョッピ

ング紛争相 談室 の ようなADR(裁 判外 紛争処

理)機 関 に よる対応 が よ りス ムーズ になる こ

とが予 想 され る(ネ ッ ト紛 争相談 室の実証 実

験 は平 成13年11月19日 ～平 成14年3月10日 ま

での予定 で あ る)。

今回の 「準則」 とい う仕組みは,世 界的に

も例がない取組みである。また,策 定の過程

においても,従 来法的論点についてビジネス

界の意見 を反映 させつつ議論 を行 うとい う手

法 は取 られていなかったが,準 則に関 しては

法律面か ら論点を考 えるのではな く,あ くま

で も実際のビジネスで起 きている(想 定 され

る)法 的 トラブル等 に対 して,ど の現行法が

どの ような関わ りを持ち,ど のように解釈 さ

れるかを検討 している。経済産業省では,こ

のような手法 を用いることにより,現 行法の

解釈 による対応では妥当な結論 を導 くことが

で きないため法改正を要する事項 をも抽 出す

ることが可能 とな り,よ りビジネスでの実用

に即 した内容 となることが可能 となるのでは

と期待 している。

ECOMと しては,こ のような 「準則」 とい
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う仕組み,ま たその内容が 日本のECに おける

法的環境整備の一環 として どの程度有効な仕

組みか,今 後検証 していかなければならない

と考 えているが,今 回の動 きが最近のIT関 連

法令の立法 ・改正の動 きと相 まって行政がEC

「電子商取引等に関する準則」とECの 法的課題解決に向けて

の法的環境整備を緊急課題 として捕 らえてい

るという意思表示 とな り,ECの 法的側面への

関心 を喚起す る刺激剤 になる ものであると歓

迎 している。

すべての事業者及び消費者が安心 して参加で きる新 しい取引環境に向けた法的整備モデル

技術・サービスの高度化・

複雑化への対応を検証

新
サ
ー
ビ
ス
提
供
の
法
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遺
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ECOMに おける法的論点への取組み

ECOMで は,以 前 より 「すべての事業者及

び消費者が安心 して参加で きる新 しい取引環

境の整備」 を目指 し,消 費者保護,個 人情報

保護をはじめ としてWGご とに検討テーマに

関連する法的論点 について検討 を重ね,各 種

ガイ ドライ ンや標準約款の作成や提言の公表

等 を通 じて法的課題 についても環境整備 を推

進 してきた。今 回の準則 については広 くECビ

ジネス全般での法的 トラブル,法 的 リスクが

対象 となるため,新 たにECOM内 に 「法的論

点推進準備委員会」 を設置 し,議 論 を行 った。

委員会の概要 は以下の とお りである。

法 的論 点推 進準備 委員会

●委 員 長:松 本 恒 雄氏(一 橋大 学大学 院

法学研 究科 教 授)

松 本氏 は産業構 造審 議会情 報経済分科 会 ル

ー ル整備 小委 員会 の委員長代 理で もあ る
。

●委 員構 成:委 員 ・有識 者 ……69名

業 種IT産 業,金 融機 関,シ ン クタ ンク,弁

護 士,大 学 関係 者,製 造 業,電 力 会 社 等

33企 業/団 体

●検 討 テーマ:電 子契約,消 費者 保護,仲 介

者 責任,オ ー クシ ョン,知 的財 産,ラ イセ

ンス契約,デ ー タベ ース保護,セ キュ リテ

ィ等
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平 成13年 度 の活動 に関 して は,経 済産業 省

の要請 に基 づ き当委員 会 を平 成13年9月 末 に

設 置 したが,平 成13年12月 には意 見 を取 りま

とめ産業構 造審 議会情報経 済部会 ルール整備

小 委員会へ 提 出す る とい う,か な り急 ピ ッチ

なス ケ ジュー ルで活 動 を行 う こ ととな った。

また,こ れ まで に も,様 々な団体 か らECの 法

的問題 に関す る提言,意 見等 が取 りま とめ ら

れてい るが,本 委 員会で は業種 横 断的 な組織

であ るECOMの 特 長 を活か し,業 界方針 に捕

われず に 「個性 あ る個 人」(ECビ ジネス に従

事 す る一企業 人)に よる 「日本 におけ るEC環

境 を よ り安全 で安 心 で きる もの とす るた め に

は」 とい う視点 か らの率直 な意見,議 論 を求

め て きた。

この ような厳 しい条件 に も関 わ らず,メ ン

バ ーの積極 的 な参加 に よ り,問 題 点へ の限定

的 な意見 だけで はな く,周 辺環境,技 術 な ど

多岐 にわた って示 唆 に富 んだ内容 の意見 書 を

ま とめ,平 成13年12月 に 「電子 商取引等 に関

す る準則への意見(第1回)」(以 下,「 意見書」)

を産業構 造審議 会情報経 済部会 ルール整備小

委員会 に,ま た 『電子商取引等 に関す る準則』

ECOM事 務 局 ドラフ トへ の コメ ン ト」 を経 済

産業省 に提 出す る こ とが で き,本 年 度 の活 動

と しては予想以上 の成果 を挙 げる こ とが で き

た(今 年度 の意 見書お よび コ メン トについ て

は非公開 と してい る)。

今後の取 り組むべきテーマと概要

前述の ように,「準則」 という試みが新 しく

始まるわけであるが,EC社 会は今後 も急速に

複雑 ・高度化 してい くので,そ れに対応 して

準則 も成長 していかなければ,実 ビジネスで

の有用性 を確保 しつづけることはで きない。

経 済産業省 で も今 後継続 して改 定作業 が予定

され てい るが,今 後 この 「準則」 が社会 に浸

透 す る に従 い,様 々 な組 織 ・団 体 が独 自 に

「準則 」 を策 定 し,さ らにそ れぞれの 「準 則」

を勘案 して さらに洗練 された 「準則」 を作 り

上 げる とい う状 況 も考 え られ る。 この ように

日本 にお け るECの 法 的課 題へ の関心 が高 ま

り,新 し く準 則が生 まれ る環境 が形成 され て

い くとい う ことは,ECOMが 目指 す 「す べ て

の事 業者 及 び消 費者が安 心 して参加 で きる新

しい取 引環境」へ さらに一歩 近づ くこ とと し

て 歓 迎 す べ き こ とで あ る 。 そ の た め に も,

ECOMと して も今後 の検 討体制 を整備 す る必

要が あ る。

ECOMで は,平 成13年 度 は委員会 として活

動 を行 って きたが,平 成14年 度 以降 につい て

はWG化 し,よ り広 く会員 企業 か らメ ンバ ー

を募 り,法 的論 点 をECOMの 正式 な検討 テー

マ と して掲 げ て活動 す る予 定 で あ る。 また,

今 年 度 の活動 は意 見書 の提 出 に留 まっ たが,

今 後 の活 動 に当 たって は以下 の テーマ に沿 っ

て,よ り法 的課題 の活動 内容 を充 実 させ る よ

う活動 を推進 してい く。

(1)準 則見直 し ・拡充作業への対応

平成13年 度に準則が策定 ・公表される予定

だが,日 々高度化するECシ ステムに併せて準

則の内容 について も逐次見直 し ・内容拡充作

業が行われる予定である。ECOMと しては,

今後準則で明確 にされるべ きECの 法的論点の

洗い出 しや現在の準則の内容 についての検討

を行い,今 後準則 として策定 してい くべ きテ

ーマや事例,企 業 における対処法等,積 極的

に意見 を提 出す ることにより,産 業構造審議

会 にお け る準則 見 直 し ・内容 拡充 作業 に
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ECOM会 員企業をは じめ とするEC実 務者及び

消費者の声 を反映 させてい く。

(2)ECビ ジネスの法制面への対応 に関す る啓発

大 企業のみ な らず,す べ てのECビ ジネス当

事 者が法 的側面 に対 す る問題 意識 を持 ち,法

的 リス クを考 えた事 業展 開 を行 える よう に,

問 い合 わせ対 応,展 示 会 ・セ ミナ ー等 にお い

てECに お ける法 的側 面 につ いての啓 発活動 を

行 う。

これ らの活 動 を通 じて出 された疑 問 とそ の

回答 をデー タベ ース化 し,ECに 関す る法的問

題Q&Aを 広 く一般 に公 開 したい。

(3)国 際社会における日本でのEC法 的論点ポ

ータルサイ トとしての機能

準則は日本の現行法 における解釈指針であ

るが,海 外 における法整備の現状お よび法解

釈 を調査することは,国 内に適用 される解釈

指針 を考える上で も参考 になる もの と思われ

る。 また,海 外から見た場合についても,現

状 日本 におけるECの 法制面での活動 を全般的

に把握で きる ところがない。

「電子商取引等に閲する準則jとECの 法的課題解決に向けて

当WGに おいて 海外 のECに 対 す る法整 備 の

状況 等 を調 査 し,国 内に情 報提 供す る と とも

に,日 本 にお ける法整備 の状況等 を海外 に発

信 してい くこ とに よ り,法 的論 点 につ いて も

"ECOM =日 本 にお けるポー タルサ イ ト"と し

て機 能 させ,最 終 的 には,"EC法 的論 点 に関

す る コ ミュニテ ィサ イ ト"と しての役割 も果

たせ る よ う活動 を推進 してい きたい。

今 回のECOMの 法 的課題 へ の取 組 み につ い

て は,す で にア ジア諸 国か らの問 い合 わせが

来 てい るが,世 界初 の取 組 み であ る 「準 則 」

と い う単 語 の 英 訳 が 見 当 た ら な い た め,

「Junsoku」 とい う日本 発の単 語 で説 明 を進め

てい く予定 で ある。

準 則が ビジネス社 会 に定着 し,法 的課題 に

向 けた市場 の 自発 的取 組 みへ と発展 させ てい

くため に も,多 くの方 々の ご協力 ・ご支援 を

仰 ぎつつECOMが その先 導 的 な役割 を果 たせ

る よう体 制 を作 ってい きたい と考 えてい るの

で,ぜ ひECOMの 法 的論 点へ の取 組 み をご理

解 い ただ き,ECOMへ の ご参加,さ らに法 的

論 点 に関す る活動 へ の ご参加 をお願 い したい

(ECOMの 詳細 はhttp://www.ecom.jpに 掲載)。

、
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各部 ・室 ・センター活動状況

ン?
rβs・."1

総務部

1.理 事 会 の 開 催

平 成13年12月13日(木)に 平 成13年 度 第3回

理事 会が 開催 され,次 の議 案 が審議 ・承 認 さ

れ ました。

・中央情 報教育研 究所 の廃 止 お よび業務 の移

管 につい て

・評議 員の 交替 について

2.評 議 員 会 の開 催

平成13年12月10日(月)に 平成13年 度第2回

評議員会が開催 され,次 の議案が審議 ・承認

されました。

・中央情報教育研究所の廃止お よび業務の移

管 について

・理事の選任 について

[言卜報](敬 称略)

14.1.18西 脇 敏彦(元 専務理 事)

一企 画 室 一 一

当協会では,賛 助会員サービスの一環 とし

て,当 協会の事業成果や情報化 にかかわる最

新の動向等 をテーマに取 り上げ,賛 助会員研

究会 を開催 して い ます。

本 年度第2回,第3回 の賛 助会員研 究会 を次

の とお り開催 しま した。

〈第2回 〉

日 時:平 成13年11月28日(水)14:00～

16:00

場 所:機 械 振興 会館 地下3階 研修2号 室

テーマ:「 コン ピュー タウ イル スの 実態 と

対策」

講 師:佐 藤 岳氏(ト レン ドマ イ クロ(株)

マー ケテ ィング本 部、 エ ンタ

ープライズマーケティング課)

参加者 数:33名

く第3回 〉

日 時:平 成14年2月8日(金)14:00～

16:00

場 所:機 械 振興 会館6階67号 室

テ ーマ:「ISMS適 合 性 評 価 制 度 の概 要 と

ISMS認 証基 準 について」

講 師:高 取 敏 夫(当 協 会 情報セキュリティ対

策室次 長、ISMS事 務局 長)

奥 野 昭雄(当 協 会 情報セキュリティ対

策室、ISMS事 務局 主席研究員)

参 加者 数:47名
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－情報セキュリティ対策室 ・

1.情 報 セ キ ュ リテ ィマ ネ ジ メ ン トシ ス

テ ム(ISMS)適 合 性 評 価 制 度 の 運 用

平 成14年4月 の本格 運用 を前 に,平 成13年 度

をパ イ ロ ッ ト事 業 と位 置付 けて,パ イロ ッ ト

審査等 に よ り事業者認証が進め られてい ます。

現 在,パ イロ ッ ト事業 の実地審査(Stage2)

が 進 め られ て お り,国 内初 のISMS認 証取 得

事業 者(NRIデ ー タサ ー ビス㈱)が 公表 され

てい ます 。 また,そ の他 の事業 者 につ いて も

11月 か ら平成14年2月 にか けて順 次実 地審 査

が進 め られ ま した。 なお,月 別実地審査 ス ケ

ジ ュール は,表1に 示 す通 りです 。

表1月 別実地審査 スケジュール

月 実地審査の予定件数

10月 1件

11月 5件

12月 15件

1月 6件

2月 10件

合計 37件

本 パ イ ロ ッ ト審 査 の 結 果 に つ い て は,

ISMS認 証基 準(Ver.0.8),ガ イ ド等 に反映 さ

れ,3月13日 に 「ISMS認 証 基 準(Ver.1.0)」

と して改訂 ・公 表 され ま した。

また,情 報 セ キ ュ リテ ィマ ネ ジメ ン トの

国際標 準 で あ るISOIIEC17799:2000が 国内

のJIS規 格(JISX5080:2002)と して制定 さ

れ つ つ あ り,情 報 セ キ ュ リテ ィ に関 す る今

後 の動 向が注 目されて い ます。

こ の よ う な こ と か ら,経 済 産 業 省 と

JIPDECの 主 催 に よる 「情報 セ キュ リテ ィマ

ネジ メ ン トに関す る シ ンポ ジウム」 を開催 し

ま した。

本 シンポジ ウムでは,情 報 セ キュ リテ ィに

関す る国内外 の最新動 向や,情 報 セ キュ リテ

ィマ ネ ジメ ン トへ の取 組 みの実情 や今後 のあ

り方等 につ いて,情 報 セ キュ リテ ィに著名 な

専 門家 の方 々 をお招 き しご講演 頂 きま した。

実施 内容 は下記 の とお りです 。

日時:平 成14年2月4日(月)10:00～17:00

会 場:都 市 セ ンターホテ ル

参 加者:826名

プログ ラム:

基調講演

「わが 国の情報 セキ ュ リテ ィ政 策」

経済 産業省 商務 情報 政策局

情報 セ キュ リテ ィ対 策室

室長 大 野 秀敏 氏

基 調講演

「情報 セキュ リテ ィの国際動 向 と今後の方向」

慶応義 塾大学

理工学 部教授 土居 範 久 氏

基 調講演

「ISOIIEC17799の 改訂 とBS7799-2の 最新 動

向」

Mr.PeterReste11・

(「BDD/2jBSI/DISC委 員会),

講演

「情報 サ ー ビス業 にお けるISMS適 合性評
、

価制度の動向」

㈹情報サー ビス産業協会 セキュリテ ィ

委員会

セキュリテ ィ評価基準調査部会

部会長 中村 達 氏

(㈱アイネス 技術部マネージャー)
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講 演

「ISOIIEC17799とJISX5080(情 報 セキ ュ リ

テ ィマ ネ ジメ ン ト実践規 範)の 動 向」

(財)日本規格協 会

セキ ュ リテ ィ評価 基準調査研 究委 員会

WG1主 査 中尾 康 二 氏

(㈱KDDI研 究所 ネットワークセキュリティグルーフ.リー

タ㌧)

講演

「ISMS/ISO/IEC17799の 国際動向」

㈱ イ ンター リス ク総研 情 報通信 部

主任研 究 員 博士(工 学)

藤 本 正代 氏

講演

「ISMS適 合性 評価 制度 の実 施状況」

⑱ 日本情報処 理 開発協 会 情 報 セキ ュ リ

テ ィ対 策室

ISMS事 務 局長 高取 敏 夫

本制 度の普及活 動 と して,平 成13年12月21

日にISMSホ ー ム ペ ー ジ に て 「ISMSガ イ ド

(Ver.0.8)に 対す るパ ブ リ ック コメ ン トの集

計結 果 」,「ISMS制 度 に対 す るFAQ」,及 び

「ISMS説 明会 の ア ンケ ー ト集計結 果」 を公 開

した と ころ,1月21日 時 点 で の合計 ア クセス

数 は4,006件 に達 しま した。

平成13年12月25日 にパ イロ ッ ト事業 運営委

員会 が 開催 され,ISMS本 格 運 用 までの 方針

が 決 定 し ま し た。 今 後 は,各 種 基 準 類 の

Ver.1.0の 公表,新 組織 体制 の準備,認 定業務

の 品質マ ニ ュ アル等 の整備 を行 い,4月 か ら

の本格運用 に向 けた準 備作業 を進め てい る と

ころです 。

なお,ISMSの 各種基準 類Ver.1.0の 公表 は ,

3月13日 にホームペ ー ジ上(http:〃www .isms.ji－

㎜剛 』 咋

pdec/)で 公 開 さ れ ま した。

2.リ ス ク マ ネ ジ メ ン トシ ス テ ム の あ

り方 に 関 す る 調 査 ・研 究

情報 システ ムは,多 くの リス クを内在 して

い る こ とか ら,そ の脆 弱性 が危惧 されてい ま

す。 その ため に リス クの顕在 化 を未然 に防止

し,ま た,顕 在 化 した場合 その影響 範 囲 を最

小 に留 め るセ キュ リテ ィ対策 が求 め られ てい

ますが,そ れ には情報 シス テムの リス ク を適

正 に把 握 す る こ とが必 要です 。 さ らには,把

握 した リス クが どの程度 顕在化 す る可 能性が

あるのか,ま た,顕 在化 した場合 の損 害が ど

の程 度 なのか等 の分析 が不 可欠 です。

この よ うな認識 か ら,当 協会 内 に情報 シス

テム に関す る リス ク分析手 法 を含 む リス クマ

ネジメ ン トシス テムの あ り方 を検討 す る 「リ

ス クマ ネ ジ メ ン ト委員 会」(委 員 長 森 宮康

明治大 学商学 部教授)を 設 置 し,調 査 ・研 究

を進 めて きま した。

今 年 度 は,情 報 システ ムの計画,開 発,運

用,レ ビュー,改 善 の アクシ ョンに至 るマ ネ

ジメ ン トサ イクル全般 につ いて,リ ス クの特

定,リ ス クの原 因究明 ・影響分析 の ための質

問項 目を作成 し,こ れ に基 づ き内容 の検討 を

行 ってい ます。

また,わ が国 におけ る情報 セキュ リテ ィに

対 す る意識 と対 策 の実 施状況 を把握 し,新 た

な施策 に反映 す るための基礎 デ ー タを収集 す

る 目的か ら,コ ンピュー タユ ーザ事業体 に対

して 「情 報 セ キ ュ リテ ィに関す る調 査」(郵

送 に よる ア ンケー ト)を 実施 しま した。 本調

査 は隔年 で行 ってい る もので あ り,経 年,業

種 別,事 業 体規模 別等 に よる分析 を行 って い

まず。
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本調査 の概要 は次 の とお りです。

(1)調 査 の 目的

わが国 にお ける情 報 セキ ュ リテ ィの現状 お

よび意 識 を把握 す る と ともに,今 後の情報 セ

キ ュ リテ ィの促 進 に役 立 てる こ とを目的 と し

てい ます 。

(2)調 査 の対 象

当協 会が 隔年で実施 してい る 「情報 セ キ ュ

リ テ ィ に 関 す る 調 査 」 の 母 集 団40業 種 ,

4,000事 業 体 の情 報 シス テ ム部 門 を対 象 と し

てい ます。

(3)調 査 時期

調査 票発送 平成13年10月29日

回収締切 平 成13年12月26B

(4)回 収状 況

発送 数4,000件

回収 数718件

回収率18.0%

(5)回 答事業 体 の平均従 業員数

2,198人

(6)調 査 項 目

1.経 済産業省 の安全対 策 の施策 につい て

2.情 報 システ ム資産 ・費用 につ いて

3.過 去 の障害等 の実績 につ いて

4.情 報 セキ ュ リテ ィ管理 一般 につい て

5.災 害対策 ・障害対 策 につ いて

6.不 正 アクセス対策 ・不正侵 入対策 につ

い て

7.コ ンピュー タウイルス対策 につい て

8.情 報 リス クマ ネ ジメ ン ト関連 につい て

9.情 報 セ キュ リテ ィマ ネ ジメ ン トシス テ

ム(ISMS)に つ いて

10.個 人情報 保護 につ いて

なお,本 事業 は,日 本 自転 車振興 会の補

助 金 を受 けて実施 してお ります。
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3.シ ステ ム監 査 に関 す る調 査 ・研 究

システム監査 は,情 報 システムの信頼性,

安全陞等のセキュ リテ ィ対策の向上,更 には

有効性 の確認等のために不可欠な仕組み とし

て,情 報化の進展が進んだ社会において重要

視 されてい ます。

そのため,国 で は情報処理技術者試験 に

「システム監査技術者」の区分 を設け,シ ステ

ム監査 に携 わ る要員 の養成等 を行 ってい ま

す。更に,経 済産業省は,シ ステム監査の導入

を促進する必要か ら,シ ステム監査 を実施する

事業者を広 く一般企業に紹介するための 「シ

ステム監査企業台帳制度」を設けています。

当協会では,競 輪の補助金を受けて,シ ス

テム監査 を実施 している企業か らの申告を受

けてシステム監査企業台帳の編集 ・作成作業

を行い,同 台帳 を広報することを通 じて,同

制度 を側面から支援する活動 を実施 していま

す。今年度の台帳への登録企業数は70社 で,

うち新規の登録企業は4社 です。

台帳については,経 済産業省や地方の経済

産業局並 びに県庁所在地の図書館等で閲覧で

きる他 に,8月 末か ら経済産業省及び当協会

のホームページ上 で公表 しています。 なお,

登録企業の名称,連 絡先等 に変更があった場

合 は,ホ ームページのデータを更新 して最新

情報 を公開 しています。'

なお,本 事業は,日 本 自転車振興会の補助

金 を受けて実施 してお ります。

4.プ ラ イバ シ ー マ ー ク制 度 の 運 用

プ ライバ シーマ ー ク制度 に基づ く認定事 業

者 は,平 成14年1月 末 日現在 で327社 となって

い ます 。平 成10年 度 か らの年度 別認 定 数 は
,

55社(10年 度),74社(11年 度) ,96社(12年 度),



102社(14年1月 末 日)と 年 々増加 傾 向 にあ り,

業種 につい て も27業 種 と拡大 してい ます(グ

ラフ参照)。
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インターネ ット時代 においては,Webサ イ

トを用いた個人情報の収集等が盛 んになるこ

とか ら,ネ ット上の個人情報保護 も重要な要

素です。 ネット上では消費者が自由にアクセ

スす ることが可能なために国の枠組みを超 え

た取組みが必要 なことか ら,プ ライバ シーマ

ーク制度 と同様な取組みを行 っている他国の

組織 との間での協調 して個人情報の保護を図

るマークの相互承認制度を推進 してい ます。

既 に,米 国BBBOnlineと は平 成13年6月 に 相

互 承 認 の 制 度 をス タ ー トさせ ま したが 、 シ ン

ガ ポ ー ル と平 成13年8月 に,韓 国 とは 平 成14

年2月 にMOU(了 解 事 項 覚 書)を 締 結 し,相 互

承 認 を ア ジ ア の諸 国へ も拡 大 す る た め に準 備

をす す め て い ます 。

なお,最 新 の状 況 に つ い て は,当 協 会 の ホ

ー ム ペ ー ジh仕p:IXwww .jipdec.or.jp/SecuritylPrivay/

certifylist.htm1を ご覧 下 さい 。
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5.JPCERT/CC(コ ン ピ ュ ー タ 緊 急 対

応 セ ン タ ー)の 運 営

JPCERT/CCで は 国内 の サ イ トに関 す る コ

ン ピュー タセキ ュ リテ ィイ ンシデ ン トの報 告

を受 け,そ の情 報 か ら技術 的 な対応 策 を検 討

し,関 連 す るサ イ トへ の連絡 あ るいは情報交

換 を行 なって い ます。最 新 の と りま とめで あ

る平成13年 度の 第三四半期(10月 ～12月)は

445件 の 報 告 を受 領 し,12月 まで の 累 計 は

2,087件 とな りま した。

受 領 した イ ンシ デ ン ト報 告 は四 半期 毎 の

「活動概 要」 で傾 向等 を と りま とめてい ます。

侵入 の原 因 となる脆 弱性 の他,ス キ ャン ・そ

の他不 審 なア クセス に関 して は,報 告 の多 い

ポ ー トにつ いて列挙 してあ ります のでセ キ ュ

リテ ィ対 策 の ご参考 に是 非 ご覧下 さい。

JPCERT/CCで は イ ン シデ ン ト報 告 あ る い

は信頼 で きるセキ ュ リテ ィ情報 を分析 し,際

立 った事 象 につ いて は 「注 意喚起」 や 「緊急

報 告 」 の ア ラー トを作 成 してJPCERT/CCの

ホー ムペー ジ に掲 載 してい ます。 また,メ ー

リ ン グ リ ス トを通 して 「JPCERT/CCレ ポ ー

ト 」 を 毎 週 発 信 し て い ま す 。 内 容 は

CERT/CCやCIACな どセ キ ュ リ テ ィ関 係 諸 機

関 の 情 報 を整 理 してお ります の で,セ キ ュ リ

テ ィ情 報 選 択 の 目安 と して お 使 い 下 さい 。 メ

ー リ ン グ リス トで は レポ ー トの他 に
,上 記 公

開 文 書 やCERT/CCAdvisory発 行 の お 知 らせ

な ど も発 信 して い ます(http:〃wwwjpcert.or .

jp/announce.html)。

啓 発 活 動 と して は,引 き続 き公 共 性 の 高 い

外 部 セ ミ ナ ー に 講 師 を 派 遣 し て き ま し た 。

12月 に はInternetWeek2001で セ ミナ ー と

BOFを 主 催 し,多 数 ご参 加 い た だ き ま した 。

今 後 も コ ン ピュ ー タ セ キ ュ リテ ィイ ン シ デ ン

トの 予 防 につ い て ご理 解 を得 るべ く活 動 して

い く予 定 で す 。

JPCERT/CCの 活 動 状 況 や,コ ン ピ ュ ー タ

セ キ ュ リ テ ィ イ ン シ デ ン トに 関 す る最 新 の

技 術 情 報 に 関 し て は,ホ ー ム ペ ー ジ

(http:〃www.jpcert.or.jp/)を 活 用 して 随 時 発 信

して い き ます の で ご利 用 くだ さい 。
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調 査 部 一一

1.高 度 情 報 ネ ッ トワ ー ク 社 会 に 関 す

る調 査 研 究

本事業 は,ユ ーザ ーニー ズ に応 えた情 報通

信 サ ー ビス の在 り方 につい て検 討す るこ とを

目的 に してい ます。

本年 度 は,モ バ イルの特徴 を生 か した コ ン

テ ンツ,サ ー ビス,利 用法 な どにつ いて,そ

の方向性 を探 る こ とと し,中 で も特 にモバ イ

ル ソリュー シ ョンビジネスに焦点 を当て て調

査研 究す る こ とと致 しま した。東京 工業大 学

大学 院の今 田高俊教授 を委 員長 とす る委 員会

で は,ま ず,ま だ事業分 野 として成熟 して い

ないモバ イル ソリュー シ ョンビジネス を 「モ

バ イルユ ーザ ーが求 め るサ ー ビスや コ ンテ ン

ツを作 成 ・編 集 ・提 供す る事 業。 プ レーヤ ー

はキ ャ リア,プ ロバ イ ダー,ユ ーザ ー(カ ス

タマ ー)の3者 。」 と定義 した上 で,ネ ッ トワ

ークの高 度化 ・端 末 の高度化 とい ったモバ イ

ルサー ビス環境 の変化 をベ ース に,モ バ イル

ソ リュー シ ョン ビジネス の現 状 及 び将 来や,

発展 に向け たシステ ム面 あ るいは制度面 の課

題等 につい て検討 致 し,そ の結 果 を 「モバ イ

ル ソリュー シ ョンビジ ネスの課 題 と展 望」 と

して とりまとめ ま した。

なお,本 事業 は,日 本 自転 車振興会 の補 助

金 を受 けて実施 してお ります。

2.情 報 化 白書2002年 版 の発 刊 予告

情報化 白書2002年 版は,5月 下旬 の発刊 を

目標 に原稿の取 りまとめ と編集作業 を行 って

います。

7～10月 に開催 した 「情報化 白書編集専門

委員会」(主査:廣 松毅東京大学教授),「情報

化 白書編 集 委 員会」(委 員 長:石 井 威望 東 京

大学 名誉教授)に お ける編 集計画 案 の審 議結

果 を踏 まえて原稿 執筆 に とりかか り,1～3月

の委員会 にお いて,原 稿 内容 の検討 ・審議 を

行 ってお ります。

2002年 版 の 白書 総論 テーマ は 「IT生活 の新

世紀 ～ ブロー ドバ ン ドとユ ビキ タス時代 を迎

えて(仮 題)」。 第2ス テー ジ を迎 え たIT化 で

大 きな イ ンパ ク トを もた らす 「ブロー ドバ ン

ド化」 と 「ユ ビキ タス環境」 に よって実現 す

る今 後 のIT生 活 を展望 します 。具 体 的 には,

家庭 ・労働 な ど具 体 的な 「生活」の場 を設 定,

近 い将来 に的 を絞 り,生 活者 であ る と同時 に

労 働者 で もあ る人 ・々の ライ フス タイルが どう

変 わるか を描 き出 します。 また,こ う した高

度情報 化社 会の実現 に よ り,今 後 さ らに重要

とな る「安 全 ・安 心 ・信 頼 で きるネ ッ トワー ク」

構築 の ため の諸 課題 をま とめ,最 後 にIT生 活

の実現 に向 けた課題 と展望 を提 言 します。

各論 で は,2001年 版 の大 幅改定 による基 本

構 成 を継承 しつ つ,最 近1年 間の動 向 を中心

にIT化 の進展 と課題 をま とめてい ます。

なお,本 事業 は,日 本 自転車振 興会 の補 助

金 を受 け て実施 してお ります 。

3.主 要 国 に お け る 情 報 政 策 に 関 す る

調 査 研 究

カナ ダにつ いて次 の調査 を行 い ま した。 カ

ナ ダ産業省(lndustryCanada)は2001年6月,

「他 に先駆 けて2001-2002年 にお け るわれ

われ の優 先 課題 」(MakingaDifferenceOur

PriorlTiesfor2001-02)と い う レポー トを発

表 しま した。 本資料 で は,カ ナ ダ産業省 が重

点 を置 い て い る以 下 の5つ の戦略 目標 が 記述

されて い ます。情報技 術政 策 は主 に,① 革新
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と②接 続性 に記述 され てい ます 。

① 革 新 一 カナ ダの革新達 成能力 を向上 させ

る

② 接続性 一 カナ ダをイ ンター ネ ッ ト接続性

が世 界 で最 も高 い国 にす る

③ 市場 一公正 かつ効率 的 な競 争力 のあ る市

場 を構 築す る

④投 資 一 カナ ダを国 内お よび国外 の投資 に

適 した場所 へ と向上 させ る

⑤ 貿易 一世 界貿易 の カナ ダの シェア を増 や

す ため カナ ダ国民 と共 に一丸 とな

って努力す る

カナ ダ産業 省 は,① の戦 略 目標 に関 して,

OECDに お け る,研 究開発 費 の観点 か ら見 た

カナ ダの格付 け を15位 か ら5位 にあ げ る とい

う政府 戦略 を支援 す るこ とに してい ます。②

に関 して は,2001年1月 に カナ ダ産 業大 臣 に

よ り設立 された国家 ブ ロー ドバ ン ド作 業部会

(NationalBroadbandTaskForce)を 通 じて,

高速 イ ンター ネ ッ ト接続 を実現 す るための方

法 につい て評価 を行 うことになって い ます。

なお,本 事 業 は,日 本 自転 車振興 会 の補助

金 を受 け て実施 してお ります。

4.日 独 情 報 技 術 フ ォ ー ラ ム

日独 情 報技術 フ ォー ラムは,高 い技術 レベ

ル と経 済 力 を有 す る ドイツ連邦 共和 国 とわが

国が,情 報技 術分 野 におけ る両 国の相互理解

と交流 を一層 深 め,活 発 な産業,技 術 協力 の

展 開 を通 じて世界 の情 報化 に寄与 して い くこ

と を 目的 に1983年8月,通 商産 業省(現 経

済産業 省(METI))の 宇野 宗佑 大 臣(当 時)

と ドイツ連邦共和 国研 究技術省(現 連邦 教

育研 究 省)のDr.HeinzRiesenhuber(ハ イ ン

ツ ・リーゼ ンフーバ ー)大 臣(当 時)と の間
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で,そ の設置 が合意 され た もので あ る。 当 フ

ォー ラムは,両 国の情報技 術分 野 におけ る第

一線 の学者
,研 究 者が一 堂 に会 し,最 新 の情

報技術 研 究の成果 につ いて情報 交流 を行 う と

同時 に,人 的交流 を深 め る こ とをね らい と し

て い ます。

現 在 は,2002年4月28日 ～5月2日 に ドイ ツ

で開催予 定 の第14回 目独 情報技術 フォー ラム

に向 けて,日 独情 報技術 フ ォー ラム推 進委員

会(議 長 菅野卓 雄 東 洋大学理 事長)に お

い て,ド イツ側 と意 見 を調 整 しつつ,プ ログ

ラムの具体案 に関す る こ と等 につ いて検討 中

です。

なお,本 事業 は,日 本 自転車 振興会 の補助

金 を受 けて実施 してお ります 。

5.情 報化 に関す る海外向 け広報活動(JlQ)

わが国 の情 報通信 産業 及 び1青報化 全般 の最

新 の動 きを海外 に紹 介す るため,英 文季刊 誌

JIPDECInformatizationQuarterly(JIQ)を 発行

して い ます。

平 成13年 度 は,No.126か らNo.129ま で,以

下 の よ うなテ ーマで発行 致 しま した。今 後 と

も,海 外 か らの関心 が高 い と思 われ るテーマ

を選 び,そ の最 新状 況 を紹介 す る予 定 です。

No.126:「 情 報化 投資 の現状 と課題」

当協会 が毎 年実施 してい る「コ ンピュー

タ利用状 況調 査」の結 果概要

No.127:「 情 報 化 に お け る 国 際 連 携 」

RWCP(新 情 報処 理 開発機構)や アジ ア

PKIフ ォー ラ ム の活 動 等 にお け る 国際

協力 の状況

No.128:「3G移 動 通 信 サ ー ビス 始 ま る」

日本 の モ バ イ ルサ ー ビス の現状 と世 界

に先駆 け て始 まった第3世 代 移動 通信 サ



一 ビスの概 要

No.129:「 日本 の情報通 信産業 」

2000年 度 の 日本 の情 報通 信産業 の市場規

模

なお,本 事 業 は,日 本 自転 車振興 会 の補 助

金 を受 けて実施 してお ります。

技術企画部

1.ア ドバ ン ス ト並 列 化 コ ン パ イ ラ

(APC)技 術 の研 究開発

本 プロジェク トは,経 済産業省 ミレニアム

プロジェク トである官民共同研究開発プロジ

ェク トの1つ として,平 成12年 度か ら平成14

年度 までの3年 計画で実施 してい ます。

前号の全体スケジュールで説明 した内容 に

基づ き技術項 目ごとの進捗 状況 を説明 しま

す。

1-1ア ドバンス ト並列化 コンパ イラ技術の開

発の進捗状況

(1)自 動マルチグレイン並列化技術 の開発

ループか ら時間的及び空間的なローカリテ

ィを改善 して並列性を抽 出す るパイプライン

並列 を実現す るモジュールの開発,デ ータロ

ーカリティを考慮 した,共 有 メモ リ型マルチ

プロセ ッサシステムで利用す る技術の開発,

各基本 ブロック間のデータ依存及び,制 御依

存から,基 本ブロック群やループが実行決定

より投機的に速 く実行で きるかを判定するモ

ジュールの開発,プ ログラム全体の性能を向

上する高速化が不可欠 となる部分 をベ ンチマ

ークプログラムか ら抽出 し,投 機的実行手法

及び投機的実行のための変換モジュール等 を

開発中です。

(2)並 列化チューニ ング技術 の開発

手続 き間プログラムス ライシング,及 びそ

の解析 を行なうための基本 となる手続 き間デ

ータ依存位置解析 ・表示機能の開発,ル ープ

の実行時間及び,ル ープが実行 される回数 を

取得するためのライブラリ形式及びその実現

手法の検討,プ ログラムを自動チューニ ング

する課題 を摘出 し,ケ ーススタディを通 じて

開発すべ き機能等 を検討 してい ます。

1-2並 列化 コンパ イラ性能評価技術 の開発の

進捗状況

個別機能評価手法の開発 については,開 発

するコンパ イラ技術 の項 目ごとに評価 プログ

ラムの収集を行い,本 結果 より性能評価 に用

いるベ ンチマークプログラム選定の判断材料

となる基礎 データを得ています。

総合評価手法の開発 については,評 価に用

いるベンチマークプログラム候補 を選び,各

評価マシンでの実行確認,既 存 コンパイラで

の自動並列化の評価 を しています。

2.産 学 官 研 究 開 発 コ ミ ュ ニ テ ィ に 関

す る構 築 ・運 用

電 子 情 報 通 信 技 術 に 関 す る 自 由 な 情 報

収 集 ・提 供 お よ び 意 見 交 換 な ど を行 う研

究 開発情 報提 供基 盤 と して,WWWサ ーバ ー

に よ る 産 学 官 研 究 開 発 コ ミ ュ ニ テ ィ

(http:〃www.gip.jipdec.or.jp/)の 構 築 ・運用 を

引 き続 き行 ってお り,毎 月30万 超 のア クセ ス

をい ただい てお ります 。

当 コ ミュニテ ィでは,産 学 官の各研 究機 関

の研 究開発情 報や,大 学や研 究機 関の人材公

募情 報 の他,最 近 で は,総 務 省 をは じめ とす

るパ ブ リ ック コメン ト募集,各 地 の特許流 通

フ ェア や 産学 官 連 携 に関 わ る イベ ン ト等 の

情 報 の ほ か,新 種 の ウ イル ス の発 生 な どの
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セキ ュ リテ ィ関連情報 も取 り上げてお ります。

ま た,産 学 官 連 携 ペ ー ジ

(http://www.gip.jipdec.or.jp/frameOl/sgkOl/sg㎞

ome.html)で は,全 国 各地 の産学 官 の共 同研

究,ベ ンチ ャー企業 の起 業 促進等 を支援 す る

情 報提 供 を行 って い ます。 最近 で は,各TLO

機 関 の特許 出願状 況 や,各 地の 中小 企業支援

団 体 に よ るIT化 支 援 セ ミナ ー,各 ベ ンチ ャ

ー ・ビジ ネス ・ラボ ラ トリー主催 の共 同研 究

成果 発表 セ ミナー な どの イベ ン ト開催情報 も

取 り上 げ ま した。

図1に,産 学 官研 究 開 発 コ ミュニテ ィの毎

月 の ア クセ ス数 と掲 載情 報 件 数 を示 します。

9月 はNimdaウ イル スの影 響,12月 は電 源 工

事 に伴 うサ ーバ ー停止 ・年 末休暇 が ア クセス

減少 の原 因 と思 われ ます。 ア クセス上位組織

として は,富 士 通,日 立,衆 議 院,シ ャー プ,

ソニ ー,三 菱 総 合研 究 所,富 士 通 エ フ ・ア

イ ・ピー,日 本電 気,文 部科 学省,科 学技術

振興事 業 団,キ ャノ ン,神 戸 製鋼,松 下電 器

産業,NTT,北 陸先端 科 学技 術 大学 院大 学,

東 芝,日 本 ア イ ・ピー ・エ ム,経 済 産業 省,

東京 理科大学,東 京大学 等,産 学官 に幅 広 く

利 用 されてい ます。

さ らに,産 学 官連携 による研 究 開発 や技 術

移転 を促進 す るため に必 要 な もの は何 か を明

確 にす る こ とを 日的 と して,研 究 機関 や大学,

企業等 の連携 の先 進事 例 を紹 介す る 「産学 官

研 究 開発 コ ミュニ テ ィ シ ンポ ジ ウ ム」 を開

催 し,多 くの参加 をいた だ きま した。技術 移

転 を促進す るには何が必 要 か,あ るい は事 業

化 に結 び付 け るため の ノウハ ウな どを事 例 を

ま じえて明確 にす る と共 に,意 見交換 会で は,

各講 師 と参加 者 が一・堂 に会 して,情 報交換 や

出会 いの場 として有効 に御利 用い ただ きま し

た。

なお,本 事 業 は,日 本 自転 車振興 会 の補 助

金 を受 けて実施 して お ります 。

図1産 学官研究開発 コミュニテ ィ
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3.次 世代 情報 通信環境 におけ る ヒュ

ーマ ンイ ン タフ ェース技術 に関 す

る調査研 究
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次 世代 情報 通 信環境 は,「 どこで もコ ン ピ

ュー テ ィング」 「いつ で もア クセ ス」 が可 能

に な る 「ユ ビキ タス情 報 社 会」 に向 か っ て

い くベ ース となる情報環 境 と考 え られ ます。
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本調 査研 究 で は,ユ ビキ タス情報社 会へ と

向 か って い く次世代情 報通 信環境 にお け るヒ

ューマ ンイ ン タフェースのあ り方 を示 し,そ

れ を実現 す る高度IT技 術 や ヒュ ーマ ンイ ンタ

フェー ス技術 につ いて検討 し,課 題 抽 出お よ

び研 究開発 方策 を明示す る こ とを目的 と して

い ます。

調 査研 究 は,「 ヒュ ーマ ンイ ン タフ ェース

技術 調査 委 員会」,「技 術 動 向調 査WG」 お よ

び 「利 用課 題調 査WG」 を中心 に,以 下 の検

討 を進 めて い ます。

(1)情 報通信環 境 お よび関連技 術 の動 向

5年 後10年 後 の ユ ビキ タス情 報社 会 シナ リ

オ,ヒ ューマ ンイ ンタフェース関連技術 の動

向 お よび各技術 分野 の ロー ドマ ップ を調査検

討 して い ます。 また,ユ ビキ タス情 報社 会 シ

ナ リオ を描 くため に,将 来 の家庭や職場 等 に

お ける想定 シー ンについ て検 討 しま した。技

術動 向 に関 して は,携 帯 関連,音 声情報 処理,

先端研 究 プ ロジェ ク ト等,ユ ビキ タス情 報社

会 におけ る ヒューマ ンイ ンタフェース を実現

す る技術 につ いて検討 してい ます 。

(2)ヒ ューマ ンイ ンタフェ ースの問題点 ・

期待 感の把握

ECの 現状,ECに お け る ヒューマ ンイ ンタ

フェースについ て現在 まで に得 られて いる各

種 調査結果,お よび ヒューマ ンイ ン タフェー

スの将来 イメー ジの検討結 果 を もとに してユ

ーザ ・ア ンケー トを設 計 し,東 京 ・大 阪 のユ

ーザ を対 象 に ヒューマ ンインタ フェースの問

題 点 ・期待感 につ いての ア ンケー ト調査 を実

施 しま した。

今 後 は,次 世代 情報通信 環境 にお ける望 ま

しい ヒューマ ンイ ンタフェース を実現 す る上

で の課 題 と解 決技術 の 関連 を体系 化 し,そ れ

らの ヒューマ ンイ ン タフェース関連技術 を実

現 す るための方 策 を検討 します。

なお,本 事業 は,日 本 自転 車振興 会 の補 助

金 を受 けて実施 してお ります。

4.各 国 電 子政 府 お よびPKIプ ロジ ェク

トの 調 査

電子政府やECを 推進 してい くため には紙

でのや り取 りに変わって電子情報 をもとに処

理がなされてい きます。電子情報のや り取 り

においては本人確認や,な り済 まし,改 ざん,

盗聴 などに対処する仕組みが必要です,ま た

真正 な情報の送 り手 と,受 取人が確認 され,

安全な情報保全 を可能 とす る仕組みが重要で

す。このためのセキュリテ ィ技術 を実現する

枠組み基盤がPKI(公 開鍵暗号基盤)で す。

現在各国では電子政府の整備 と,ま たその中

でPKIを 用いたプロジェク トを実施 してお り

ます。 このため本事業は電子政府の実現 を目

指 した各国政府の取 り組み状況,PKIの 整備

状況,お よびその運営体制等 を調査 し,わ が

国における状況 と比較す ることによ り我が国

のPKI整 備や海外 とのPKIの 相互認証のため

の方向性の検討 に資することを目的とする調

査です。調査対象国は米国,カ ナダ,オ ース

トラリア,EU,韓 国,シ ンガポール,ド イ

ツの7カ 国です。

今後,こ の調査 により電子政府の実現が急

ピッチで進展 されてい く中,経 済産業省 を始

め とす る中央省庁における電子政府 と地方 自

治体 における電子 自治体の双方の早期実現 に

向けて,役 立つ もの と考えてお ります。
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中 央情報教育研究所所

中央情報教育研究所(CAIT)で は,高 度

情報化人材の育成のための研修事業,ア ジア

地域のIT人 材育成事業,調 査研究事業および

普及啓蒙事業 を実施 しています。

1.平 成13年 度 研修 事業

(1)情 報化人材育成研修

本研修事業は,今 後の情報化の担い手 とな

る,専 門分野の高度な知識 ・技術 を有す る情

報化人材 を育成するため,毎 年継続 して実施

しています。

平成11年6月 の産構審情報化 人材対策小委

員会中間報告で示 された情報化人材類型 に対

応 す る情 報化 人材 スキル標準 に基づ き,情 報

化 人材 を育成す るため のモ デル的 な研修 を中

心 に実施 しま した。

実施 にあた っては,従 来 の高度情報 化 人材

育 成 カ リキュ ラムに準拠 したモ デル研修 カ リ

キ ュ ラムや教 材等 を有効 活用 す る と ともに,

産業 界や大学 か ら招 聴す る講 師陣 とともに新

たな研 修 内容 を検討 し実施 しま した。

本 年 度 の開催 回数 は112回,開 催 日数 は延

べ401日 ,受 講者 数 は1,734名,研 修 に携 わっ

た講師 は89名,コ ー ス別の実施状 況 は以下 の

とお りです 。

なお,本 事 業 は,日 本 自転 車振興 会 の補助

金 を受 け て実施 しま した。

コース別実施状況

研 修 コ ー ス 名1回 数 受齢 数

1.情 報技術研修

(1)システム開発者側の情報化人材 を育成するための研修

① プロジ ェク トマ ネージ ャ関連 24 212

② ア プ リケー シ ョンエ ンジニ ア関連 7 96

③ テ クニ カルエ ンジニ ア関連 8 62

(2情 報化戦略を推進する人材 を育成するための研修

①システム監査関連[51145

(3)その他 、時 宜 に適 した企画 ・特定 テーマ の研修

①企画テーマ関連 10 219

②特定テーマ関連 37 737

2.実 務 能力 養成研修

実務 能力 と して要求 され るコ ミュニ ケー シ ョン能力、 イ ンス トラクシ ョン

能力養 成 な どに関連 した研修

① コ ミュニケ ー シ ョン能力 関連 17 225

② イ ンス トラクシ ョン能力 関連 4 38

合 計 112 1,734



(2)情 報処理技術 インス トラクタ研修

本研修事業は,情 報処理教育 に携わるイン

ス トラクタ等(情 報処理専門学校等の教員や

企業 における情報処理教育担 当者等)を 対象

に,そ の資質の向上に向けて,情 報処理 に関

する技術お よび知識や教育技法等 についての

研修 を実施 している事業です。研修 コースは,

主 に情報処理専門学校等の教員 を対象 とする

情報処理技術 インス トラクタ研修 と,地 方に

おける情報処理教育担当者等 を対象 とする企

業内研修 リーダ養成研修があ ります。

① 情報処理技術 インス トラクタ研修

本研修 の実施 にあたっては,前 年度末 に

「情報処理技術 インス トラクタ研修企画委員

会」(委 員長 國友義久 長野大学産業社会

学部産業情報学科教授)を 設置 し,研 修内容

の見直 しや教授方法の改善 を図 りました。

研修内容は,主 に情報処理技術者スキル標

準 に基づいた内容,お よびその指導法 または

指導上のポイン ト等です。

本年度の開催回数は41回,開 催 日数は延べ

95日,受 講者数は390名,研 修 に携 わった講

師は19名,コ ース別の実施概況は以下のとお

りです。

コース別実施状況

研 修 コ ー ス 名 回 数 受講者数

1.教 育 エ ンジ ニ ア コー ス 2 10

2.指 導 法 コー ス 7 63

3.情 報化 人材育 成 コース 2 10

4.シ ス テ ム ア ドミニ ス トレー タ コ ー ス 2 17

5.イ ン タ ー ネ ッ ト ・Web構 築 コ ー ス 15 128

6.プ ロ グ ラ ミ ン グ コ ー ス 11 134

7.プ ロ に聞 くシ リー ズ コ ー ス 2 28

合 計 41 390

② 企業内研修 リーダ養成研修

本研修 は,す べて地域 ソフ トウェアセ ン

ターに委託 して実施 しています。(本 年度の

委託先 は13社 です。)

本年 度 の開催 回数 は101回,開 催 日数 は延

べ282日,受 講者数 は1,038名,研 修 に携 わっ

た講 師 は101名,コ ース別 の実 施概 況 は以下

の とお りです 。

コース別実施状況

研 修 コ ー ス 名 回 数 受講者数

1.シ ステ ム開発技 法 関連 コース 53 582

2.ネ ッ トワー クの構築 ・管理 技術 関連 コース 26 232

3.デ ー タベ ー ス技 術 関 連 コ ー ス 8 88

4.プ レゼ ンテー シ ョン技 法 関連 コース 9 89

5.そ の他 関連 コース 5 47

合 計 101 1,038
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2.ア ジ ア 地 域 のIT人 材 育 成 事 業

(1)各 国 の情 報処理 技術者 試験相 互認証

情報 技術(IT)革 命 の急激 な進展 に対 して

高度 な技術 を有 した情 報化 人材が世 界的 に不

足 してお り,ITを 利 用 した経営 革新 を国際 的

に展 開 してい くため に も,情 報 化 人材 の育

成 ・確 保が 国内外 の企業 に とって重要 な課題

とな って い ます。 この課題 を解 決 す るに は,

IT人 材 に係 るス キル標準 の 国際的 な共 通化 を

図 り,IT人 材 の知 識 ・技 能 に関す る客観 的 な

評価 指標 とす る ことで,国 籍 を問 わない有能

なIT人 材 を採用 して コス トを削 減 し,IT人 材

市場 の流 動化 を促進 す る ことに よって,産 業

界 が よ り有能 なIT人 材 の活用が で きる よ うに

す るための基 盤 を整備 す る必要 があ ります。

本事 業 で は,ア ジア地域 を対 象 と して,IT

人材 に係 るスキ ル標準 を開発 し国際的 な共通

化 を図 ってお ります。 また,各IT技 術者 に合

致 す る能力 を有 す るか否 か の適 合性 を評価 す

るため にスキ ル標準 の相互 認証 を行 ってお り

ます 。 また,試 験 制度 を持 ってい ない 国に対

しては.我 が国 の試験 ノウハ ウの移転 を図 る

と共 に,当 該技術 者 能力 を身 につ け させ るた

めの育成教 育 に必 要 な研修 カ リキ ュラム,英

文教材 等 を作 成 し提 供 してお ります。

アジ ア各 国へ の訪 問状況 お よび来 日状 況 は

以下 の とお りです。

ロ ミャ ンマ ー訪 問

・平成13年4月4日 ～8日

今 後 の ミャ ンマー人材 育成支援 につ いて

の打 ち合 わせ

・平成13年7月21日 ～23日

トライアル試験(7月22日)の 実施

・研 修基本 合意書 の締結(8月24日)

・e-learningcenterの 開所式
,研 修 の開講式

(10月8日)

口韓 国視 察 団訪 日

・平成13年4月15日 ～16日

情報 処理技術 者試験 の視 察お よび スキ

ル標準 の情報 収集

口韓 国訪問(KOMA)

・平 成13年7月17日 ～20日

MOUに つ いての打 ち合 わせ お よび韓

国実技 試験 見学

・平 成13年12月19日 ～21日

MOU調 印式

口 中国 訪問

・平成13年6月14日 ～16日

情報処 理技術 者試験 の打 ち合 わせ

・平 成13年12月25日 ～27日

MOUに つ い ての打 ち合 わせ

・平成14年1月30日 ～2月1日

MOU調 印式

口台湾 訪問

・平成14年1月8日 ～11日

情報 処理技 術者 試験 の打 ち合 わせ

ロベ トナム訪問

・平成13年5月7日 ～12日

今後 のベ トナム人材育成 支援 につ いて

の打 ち合 わせ

・平 成13年7月5日 ～8日

トライア ル試験(7月6日)の 実施

・研 修基 本合 意書 の締結(8月20日)

・e-leamingcenterの 開所 式
,研 修 の 開講式

(9月12日)

ロ マ レー シア訪 問

・平 成13年5月8日 ～11日

9月 実施 予定 の トライ アル試験 につい

ての打 ち合 わせ

・トライアル試験 の実 施(10月7日)

ロ フィ リピ ン訪 問

・平成13年6月3日 ～5日
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9月 実施予定 の トライアル試験 につい

ての打 ち合 わせ

・平成13年9月8日 ～10日

トライア ル試験(9月9日)の 実 施

ロ タイ訪問

・平 成13年6月25日 ～27日

今後 の タイ人材 育成 支援 につ いての打

ち合 わせ

・FE試 験 の実 施(10月21日)

ロ シ ンガポール訪問

・PMのMOU締 結(8月24日)

(2)海 外 技術者研 修協 会(AOTS)受 入研 修

海外IT技 術者 育成事業 において,ア ジア各国

のIT技 術 者 を日本 に受 け入 れ て行 う個 別研 修

(専 門研 修)を 円滑 に実施 し,も って各 国 の

中核 的情 報処 理技術者 の育成 を支援 し,日 本

との情 報産業 分野 にお ける関係 強化 を 目的 と

した研 修事業 を実施 してい る。

① 第一 回 目(平成13年11月19日 ～12月21日)

フ ィリピ ン,タ イ よ りの研修 生18名 を

対象 に既 に終 了。

② 第二 回 目(平 成14年2月11日 ～3月15日)

ベ トナ ム,ミ ャ ンマー よ りの研 修生30

名 を対 象 に既 に終 了。

3.調 査研 究事 業

(1)情 報処理教育実態調査

わが国におけるIT人材育成環境の現状 を把

握 し,IT人 材 に求め られるスキルのあ り方 に

関わる情報を収集 ・分析 し,わ が国の情報化

人材育成施策の検討 に資す ることを目的にア

ンケー ト調査等 を実施 しました。

本年度は,「情報処理教育実態調査委員会」

(委員長 大野イ旬郎 つ くば国際大学産業情

報学科教授)を 設置 し,企 業お よび企業に所

属するITエ ンジニア個人,企 業や個人等 を対

象にITエ ンジニア向け研修サービスを提供す

る教育事業者 を対象 にアンケー トを実施 しま

した。

アンケー ト発送 ・回収状況は以下のとお り

で した。

平成13年 度 「情報処理教育実態調査」アンケー ト発送 ・回収状況

送付数 回収数

回収率数

小数点2位

四捨五入

企業票 2,310 616 26.6%

ITエ ンジニ ア個 人票 6,930 1,305 18.8%

教育事業者票 171 48 28.1%

今 年 度調査 で は,多 くのITエ ン ジニ ア を

抱 え企業 利 益 とエ ンジニ ア の質 が 密接 なベ

ンダー企業(情 報 サ ー ビス 業,コ ンピ ュー

タメー カ)と ユ ーザ ー企 業 で のITエ ンジニ

ア育 成 の取 組 み の違 い,ITエ ンジニ ア の ス

キル評価 の難 しさ,ト レン ドとい われ るeラ

ーニ ングの導入率の低 さ,な どの結果 を得

ることがで きました。

本事業 の結果は,平 成13年 度 「情報処理

教育実態調査報告書」 として取 りまとめ ま

した。
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(2)国 際化に対応 した情報処理技術者の育成

に関する調査研究

内外 のITエ ンジニア育成の仕組みやその実

例等 に関す る情報 を収集 ・分析することによ

り,わ が国の国際化 に対応する情報化人材育

成施策の検討 に資するために平成9年 度 よ り

実施 しています。

本年度は 日本 とアメリカにおけるITエ ンジ

ニアのそれぞれの育成方法 について調査 を実

施 しました。具体的には以下の項 目について,

資料 を収集 ・分析 しました。

① 日米の高等教育における職業教育 につ

い て

② 日米の企業内外におけるITエ ンジニア

育成について

その結果,日 本 とアメリカにおける職業観

や制度 につい ての相違が明 らかにな りま し

た。

本事業の結果 は平成13年 度 「国際化 に対応

した情報処理技術者の育成に関する調査研究

報告書」 として取 りまとめました。

(3)情 報化人材育成のための基盤整備

本事業では,国 内外 におけるスキル標準お

よび人材育成カリキュラム等の人材育成基盤

について,文 献 ・資料調査の実施や本調査の

成果等 に沿 ったスキル標準お よび人材育成 カ

リキュラム等の作成支援 ・普及することによ

り,企 業 を中心 とした情報化人材育成活動を

支援 しています。

本年度は,昨 年度当研究所が作成 した 「情

報処理技術者スキル標準」 「IT技術者育成カ

リキュラム」の継続的な維持 ・管理等 を支援

するための調査研究お よび東南 アジアにおけ

る情報化人材育成 に関す る必要性,ニ ーズ,

我が国の人材育成 システムの適用可能性等の

調査を実施 しました。

前者 で は,ホ ームペ ー ジや就職情 報誌等 か

らIT関 連 の職 種情 報(職 種 タ イ トル,役 割,

必 要 な技術 等)を 収集 し,分 類 ・整理 す る と

共 に,各IT技 術 者 の リアル な仕事 お よびそ の

仕事 内容 の実態 につい て,特 に,情 報 シス テ

ム開発 に携 わ ってい る人材 の職種 を中心 に検

討 しま した。 また,こ の点 に関す る海外 参考

文献 と して英 国のス キル標 準 と言 われ る産業

構i造モ デ ル(ISM:IndustryStructureMode1)

を取 り上 げ検 討 しま した。

これ らの成 果 は,平 成13年 度 「情報 化 人材

育 成の ため の基 盤整備報 告書」 として取 りま

とめ ま した。

また,後 者で は,昨 年 か ら経済 産業省 が推

進 してい る アジアにお ける情 報処理技術 者 ス

キル標準 と試験 制度 の共通化並 びにその普及

範 囲の拡大 を支援 す るため の調査 と して,今

後人材 育成 支援が必 要 にな る と思 われ る カ ン

ボ ジア等 を対 象 に,IT化 の現状 や我 が国試験

制度 等 の導 入 の必要性,ニ ーズ,実 現 可能性

等 につ いての資料調 査,イ ンタビュー調 査 を

実施 しま した。

なお,本 事業 は,日 本 自転車 振興 会の補助

金 を受 けて実施 しま した。

(4)情 報化 人材 育 成の ための応用調 査研 究

情報化 の進展 に伴 い,情 報 リテ ラシー教 育

か ら専 門性 が要 求 され る情報化 人材 の育成 に

至 る,幅 広 くか つ階層 的 な育成 カ リキ ュラム

に基づ く教 育 手法 の確 立 や教 育エ ンジニ アの

育成等 が必 要 となって きてい ます。

本 年度 は,こ れ まで実施 して きた 「職場 で

の情報 化推進 担 当 を育成す るコ ンテ ンツ」 と

「学 習者管 理 シス テ ム」 か ら成 る 「JIT教育 シ

ス テム」 の運用 支援 の継 続 と昨年度 開発 した

「IT素材 デ ー タベ ー ス」 の拡 充 を実施 しま し

た。 また,イ ンス トラ クシ ョナル デザ イ ンを
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中心 にITイ ンス トラク タ等 の教 育エ ンジニ ア

の育 成 を図るため,国 内外 の実態調査 お よび

イ ンス トラク タ認定 制度等 の調査 を実施 しま

した。

前者 で は,こ れ まで に 「JIT教育 シス テム」

の 運 用 支 援 か ら得 ら れ た デ ー タ を基 に,

WBT(WebBasedTraining),CBT(Computer

BasedTraining)を 用 い た教 育 ・研 修 手法 の

高度化 ・自動化等 が与 え る教 育 ・研 修へ の影

響 等 につ いて検 討 しま した。

また,先 進 学習 基盤協 議 会(ALIC)が 提 唱

して いる標準 フ ォーマ ッ ト(LOM:Leaming

ObjectMetadata)を 参考 と し,昨 年 度 開発,

公表 した 「IT関連 素材 デー タベ ース」 を拡充

し,平 成14年1月25日 に当研 究 所 ホ ームペ ー

ジ上 に公表 しま した。

これ らの実施 成果 は,平 成13年 度 「情 報化

人材 育 成 の ため の応 用調 査研 究報 告書 ～JIT

教育 シス テムの運用 とIT関 連素 材 デー タベー

スの開発 ～」 として取 りま とめ ま した。

後者 のITイ ンス トラ ク タ に関 す る調 査 で

は,「ITイ ンス トラ クタス キ ル標 準 ・審 査検

討 委員 会」(委 員 長:小 松 秀 囲 氏)を 設置 し

て,ITイ ンス トラク タス キル標準 の主要 業務

や達成指標 につ いて検討 を行 い ま した。また,

主要業務 と達成指 標 を作 成す る とともに審査

(評価)方 法 を検 討 し,こ れ らの実 証実 験 を

目的 とした模擬 実験 を実施 しま した。

これ らの調 査 お よび模 擬 実 験 の実 施 結 果

は,平 成13年 度 「情報化 人材育 成の ための応

用調 査研 究報告書 ～標 準ITイ ンス トラク タ業

務指針 ～」 に取 りま とめ る と ともに,本 事 業

の成果 を広 く普 及 させ るため,今 後 当財 団の

ホームペ ー ジ上 に要約 を公 開す るこ とに して

い ます 。

なお,本 事業 は,日 本 自転車振興 会 の補 助

金 を受 け て実 施 しま した。

(5)先 進 的WBTシ ス テ ム の調査 分 析 と協 調

学 習機 能等 に関す る調 査研 究

利便 性 の高 いWBT(WebBasedTraining)

シス テ ム につ い て,現 状 の シス テ ム/サ ー ビ

ス を調査 分析 して課 題事項等 を把握 す る と と

もに,新 しい利用 形態 と して期待 され るモバ

イル系学習 サ ー ビスの現状 につい て も調 査 し

ま した。 また,今 後 のWBTシ ス テ ム に期待

されてい る協 調学習機 能等 につ いての現状 調

査 も実施 しま した。

WBTシ ス テ ム/サ ー ビスの調 査 で は,昨 年

度事 業 「遠隔学 習 システ ムの利 用促 進 に関す

る調 査研 究」 で設 定 したWBT評 価 項 目につ

い て見直 し作業 を行 い,シ ス テム機 能 お よび

コース に関す る評価 項 目の一部 を改善 しま し

た。 その結果,項 目数 は昨年 度 と同様 で,シ

ス テム機 能評価 用 に27項 目,コ ース評 価用 に

24項 目にな りま した。なお,WBT評 価 項 目の

見 直 しにあた って は,「WBTシ ス テム評価 検

討 委 員会 」(委 員 長:都 丸 敬介 氏)を 設 置 し

て検討 を行 う とと もに,Web上 で広 く一般 か

らの意見 を募 集 した り,関 係 機 関等 と連携 を

図 って,そ こか らの意見 等 も反映 させ ま した。

改 善 したWBT評 価 項 目(コ ース評価 項 目)

を用 い た実利用調 査 では,評 価対 象 コー ス と

して先 進 的 なWBTベ ンダー8社15コ ース を選

定 して実験 を行 い ま した。

これ らの成果 は,平 成13年 度 「先進 的WBT

シス テムの調査分析 と協調 学 習機 能等 に関す

る調査研 究報告 書」として取 りまとめ ま した。

また,調 査 お よび評価結 果の一 部 につ いて は,

報告書 の要 旨 として 当財 団の ホー ムペ ー ジ上

に公 開す るこ とに してい ます。
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4.普 及 啓 蒙 事 業

(1)情 報化人材育成学科認定校交流会の開催

情報化人材育成学科認定学科校の レベルの

向上お よび認定学科校同士 の交流 を目的とし

て,毎 年度開催 してい ます。今年度は平成13

年12月13日 にタイム24ビ ル2階 セ ミナールー

ム2に て開催 し,29名(う ち認定学科校参加

者18学 科21名)の 参加があ りました。交流会

では株式会社三和総合研究所の大嶋淳俊氏 に

よる 「e－ラーニ ングの最新動向」,大 原情報

専門学校の原田守祥氏 による 「専 門学校 によ

るe－ラーニ ングへの取 り組み」,情 報処理技

術者試験セ ンターの成海洋による 「情報処理

技術者試験制度の今後の方向について」の各

講演 を実施するとともに,経 済産業省商務情

報政策局情報処理振興課の高橋政義氏 による

経済産業省の情報化人材育成 に関する施策の

説明 と質疑応答 を行いました。

(2)情 報処理技術者スキル標準対応テキス ト

の普及頒布

口2001年 版初級 システムア ドミニス トレータ

テキス ト

定価:3,465円(本 体価格3,300+消 費税)

また,当 研究所が監修 した基本情報技術者

テキス トは,コ ンピュータ ・エージ社か ら出

版 ・販売いた しま した。

・情報処理技術者試験センター一

情報処理技術者試験セ ンターは,情 報処理

技術者試験 の実施 と情報処理技術者の育成,

評価 に寄与するための普及啓蒙活動等を行 っ

ています。

1.情 報処理技術者試験の実施

情報 処理技術 者試験 は,昭 和44年 の第一 回

か ら数 え て今 年で33年 目とな り,応 募者総 数

は約1,012万 人 に達 し,合 格 者総 数 は約104万

人 とな りま した。平成13年 度 の応募者 総数 は

788,443人 で過 去 最 高 の応募 者 数 とな り,前

年 度 に比 べ3,531人(0.5%)の 増 加 で した。

合格者 数 は,107,048人 で前 年度 に比 べ13,556

人(14.59。)の 増 加 で した。

平成13年 度秋期試験 の実 施概要 は次 の とお

りです 。

(1)平 成13年 度秋期情 報処理技 術者 試験

表1の とお り8区 分 の試験 を実施 しま した。

応募 者 数 は419,609人(前 年比35%増),受 験

者 数 は279,280人(同4.3%増),受 験 率 は

66.6%,合 格 者数 は55,578人(同8.8%増),全

体 の合格 率 は19.9%で した。

情報処 理技術 者試験 セ ンターホ ームペ ー ジ

での合格 者 の発表 は初 級 シス テム ア ドミニス

トレー タ試験,基 本情 報技術 者試験 が11月22

日,シ ス テム アナ リス ト試験(AN),プ ロ ジ

ェ ク トマ ネー ジャ試験(PM),ア プ リケ ー シ

ョンエ ンジニ ア試験(AE),テ クニ カルエ ン

ジニ ア(ネ ッ トワー ク)試 験(NW),情 報

セ キュ リテ ィア ドミニス トレー タ試験(SS) ,

上 級 シス テ ムア ドミニス トレー タ試験(SD)

が1月11日,官 報 掲 載 はそ れ ぞ れ12月10日

と1月23日 で した。
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表1平 成13年度秋期情報処理技術者試験実施結果

試験区分 応募者数 受験者数 合格者数 合格率

シス テムアナ リス ト 6,003 3,413 267 7.8%

プ ロ ジ ェ ク トマ ネー ジ ャ 12,147 6,750 458 6.8%

ア プ リケ ー シ ョ ンエ ン ジ ニ ア 24,913 13,375 990 7.4%

テ ク ニ カ ル エ ンジ ニ ア

(ネ ッ トワ ー ク)
60,978 34,867 2,749 7.9%

情 報 セ キ ュ リテ ィ

ア ドミニ ス トレー タ
23,778 15,988 2,111 13.2%

上級 システムア ドミニス トレー タ 8,679 4,907 396 8.1%

初級 システムア ドミニス トレー タ 135,795 97,775 36,259 37.1%

基本情報技術者 147,316 102,205 12,348 12.1%

合 計 419,609 279,280 55,578 19.9%

◎情報 セ キュ リテ ィア ドミニス トレー タ試験

情報 セ キュ リテ ィア ドミニス トレー タ試験

は,情 報 セキ ュ リテ ィに関す る基 本的 な知識

を もち,情 報 シス テムのセ キュ リテ ィポ リシ

の策定及 びそ の実 施,分 析,見 直 しを行 う人

を対象 と して,平 成14年 度秋期 か ら新設 しま

した。応募者 数 は23,778名,合 格 者数 は2,111

名,合 格 率 は13.2%,合 格 者 の平 均 年齢 は

32.8歳 で した。

合格 者 の勤務 先 別構 成比 は表2の とお りで

す。 ソフ トウェア企 業,情 報サ ー ビス業,コ

ンピュー タ及 び周 辺機器 製造又 は販 売企 業 な

ど情報 シス テ ムの開発 者側 が63.2%,一 般企

業,団 体 な ど情 報 シ ス テ ム の利 用 者 側 が

33.3%と なっ てい ます 。 また合格 率 で は,シ

ス テ ム開発側 の合格 率が13.3%に 対 しシス テ

ム利用 側 は14.1%と シス テム利用 側 の合格 率

が 高 くな ってい ます。

表2勤 務先別合格者構成比

勤務先
合格者

構成比
勤務先

合格者

構成比

ソフ トウェア企業 27.9% 教育 1.5%

情報サービス業 27.3% 官公庁、公益団体 3.4%

コンピュータ及び周辺機器製造

又は販売企業
8.0% その他 3.6%

一般企業
、 団体 24.8% 学生 35%

社 会 人 と学 生 の比 較 で は,社 会 人 の合 格

率が13.6%に 対 し学生 は7.5%と 社 会 人の合格

率 が 高 くな って い ます 。学 生 で 全体 の合 格

率 を上 回 った のは,大 学 院の15.99。で した。

◎ システ ムアナ リス ト試験,プ ロジ ェク ト

マ ネージ ャ試験,ア プ リケー シ ョンエ ン

ジニ ア試験,上 級 システム ア ドミニス ト

レー タ試験
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前 年 の試験 と比 較 して,応 募 者数 はANが

11.9%,PMが5.6%減 少 し,AEが1 .4%,SDが

6.2%増 加 しま した。

合 格 者 の平 均 年 齢 はANが37 .2歳,PMが

35.9歳,AEが29.1歳,SDが30.7歳 で,平 成12

年 度 と比 較 す る とそ れ ぞ れ+0.8歳,+0.6

歳,-O.7歳,-0.2歳 とな りま した。

◎ テ クニカルエ ンジニア(ネ ッ トワー ク)試 験

応 募者 数 は60,978人 と前年 の ネ ッ トワー ク

スペ シ ャ リス トと比 較 して13 .9%減 少 しま し

た。合 格者 数 は2,749人 で120人 増加 しま した。

合格 率 は7.9%で1.1ポ イ ン ト増加 しま した。

合格 者 の平均年 齢 は30.5歳 と0.4歳 高 くな りま

した。

社 会人 と学生 の比較 で は,社 会 人の合格 率

が8.0%に 対 し学 生 は6.7%と 社 会 人 の合格 率

が高 くなってい ます。学生 で全体 の合格 率 を

上 回 ったの は,短 大 の143%,大 学 院 の8 .9%,

大学 の8.4%で した。

◎初級 システ ム ア ドミニス トレー タ試験

応 募 者 数 は135,795人 と前 年 同期 と比 較 し

て5.7%増 加 しま した。合格者 数 は36 ,259人 で

3,186人 増 加 しま した。 合格 率 は37 .1%で1.7

ポ イ ン ト増加 しま した。合格者 の平均年齢 は

29.2歳 と1.3歳 高 くな りま した。

社会 人 と学生 の比較 では,社 会 人の合格率

が39.2%に 対 し学 生 は32.4%と 社 会 人の合 格

率が高 くな って い ます。学生 で全体 の合格 率

を上 回っ たのは,大 学 院の68.6%で した。

◎基 本情 報技術者 試験

応 募 者 数 は147,316人 と前 年 同期 の第 二種

情 報処 理 技 術 者 試験 と比 較 して9.2%減 少 し

ま した。合格 者数 は12,348人 で1,230人 減少 し

ま した。合格 率 は12.1%で0.1ポ イ ン ト増加 し

ま した。合格者 の平均 年齢 は24.6歳 と1.1歳 高

くな ってい ます 。

社 会人 と学生 の比 較 では,社 会人 の合格 率

が13.4%に 対 し学 生 は10 .4%と 社 会 人 の合格

率が高 くなって い ます。学生 で全体 の合格率

を上 回った のは,大 学 院の24.3%で した。

2.基 本 情 報 技 術 者 試 験 の 問 題 冊 子 回

収 と成 績照 会

試験セ ンターでは情報処理技術者試験評議

委員会の発議 を受け,平 成15年 度の可能な限

り早い時期 を目標 に,基 本情報技術者試験 に

ComputerBasedTesting(CBT)と 呼ばれる試

験 システムを導入で きるように検討 を進めて

います。

そこで,ま ずCBT導 入に際 し,試 験問題 と

しての良質な素材 を数多 く確保することが必

要 となることから,平 成14年 度春期試験以降

基本情報技術者試験 に限 り,問 題冊子 を回収

することに しました。

一方
,受 験者か らの要望が強い受験結果の

公表 については,基 本情報技術者試験受験者

の成績 を照会で きるようにします。

照会で きる成績の内容,方 法などについて

は現在検討中であ り,平 成14年2月 末 日まで

に公表することにしています。

電子商取引推進センター一

当 セ ン ター で は,電 子 商 取 引 の 円滑 な発 展

を促 進 す る た め の 幅 広 い 活 動 を行 っ て お り,

電 子 商 取 引 推 進 協 議 会(ECbM:Electronic

CommercePromotionCouncilofJapan)お よ び

EDI推 進 協 議 会(JEDIC:JapanElectronic

DataInterchangeCouncil)の 事 務 局,日 本PKI

フ ォー ラ ム(PKI-J)の 推 進 本 部 を務 め て お り

ます 。 ま た,企 業 間電 子 商 取 引 の基 本 で あ る

EDI(電 子 デ ー タ交 換)に 必 要 な 企 業 コ ー ド,
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お よびOSIオ ブ ジ ェ ク トコー ドの 登 録 ・管 理

を して お ります 。

電 子 商 取 引 推 進 セ ン ター(ECPC)

httP://www.ecom・jp/ecpc/

電 子 商 取 引 推 進 協 議 会(ECOM)

http://www.ecom・jp/

EDI推 進 協 議 会(JEDIC)

http://www.ecom・jp/jedic/

日本PKIフ ォー ラ ム(PKI-J)

http://www.apki-j・gr・jp/

※アジアPKIフ ォーラム推進協議会(APKI-J)は,

平成14年1月1日 付 けで,日 本PKIフ ォーラムに名称

変更 いた しま した。

平 成13年12月12日(水)～13日(木)の2日 間

に わ た り,ECOMとJEDICの 後 援 を受 け,「e-

Businessフ ォー ラ ム2001」 を 開 催 い た し ま し

た。 実 施 概 要 は 以 下 の とお りで す 。

主催:㈲ 日本情報処理開発協会

電子商取引推進セ ンター

後援:EDI推 進協議会,電 子商取引推進協

議会

期 日:平 成13年12月12日(水),12月13日(木)

場所:都 市セ ンターホテル,全 国都市会館

(東京都千代田区平河町)

参加者数:390名

プログラム

12月12日(水)

主催者挨拶 児玉 幸治

㈱ 日本情報処理開発協会 会長

基調講演1

「IT不況 を越 えて ～ITを 通 して見る 日本的

システムの限界 と再生～」

太田 信一郎氏(経 済産業省 商務情報政策

局 長)

基 調 講 演2

「ブ ロ ー ドバ ン ドとユ ビ キ タス 時 代 を迎 え て 」

石 井 威 望 氏(東 京 大 学 名 誉 教 授)

技 術 セ ッシ ョン

Aト ラ ッ ク(EDIソ リュ ー シ ョン(1),(2))

Bト ラ ッ ク(CALSとSCM(1),(2))

Cト ラ ッ ク(e－ エ ン ジ ニ ア リ ン グ(1),(2))

12月13日(木)

基 調講演3

「イ ンター ネ ッ ト革命 の新段 階」

高橋 徹 氏(㈲ イ ンターネ ッ ト協会副理事長)

講 演(1)「 トヨタのrr化 へ の挑戦 そのDNAと

オ リジン」

黒岩 恵氏(ト ヨタ 自動車 ㈱ 情

報 事業企 画部担 当部長)

講演(2)「 法 的側面 か ら見 た企 業 間電子商 取

引 の現状 と課題」

辻巻 健 太氏(辻 巻総 合法律事 務

所弁 護士)

技術 セ ッシ ョン

Aト ラ ック(EDIソ リュー シ ョン(3),(4))

Bト ラ ック(XML/EDI関 連(1),(2))

Cト ラ ック(e－エ ンジニア リング(3),(4))

1.電 子商 取 引推 進 協議 会(ECOM)

1-1総 会/理 事会 の開催

(1)第1回 理事会

日時:平 成13年6月15日(金)

場所:青 海フロンテ ィアビル

議案:平 成12年 度事業報告(案)に ついて

平成12年 度収支決算(案)に ついて

平成13年 度事業計画(変 更案)に つ

いて
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平 成13年 度収支予 算(変 更案)に つ

いて

会則 ・諸規程 の改正 につい て

事務所 の移転 につ いて

入会 につい て

(2)総 会

日時:平 成13年7月2日(月)

場所:赤 坂 プ リンス ホテ ル

議案:会 則 の変更 につ いて

理事 ・監事 の選任 につい て

(3)第2回 理事会

日時:平 成13年7月2日(月)

場所:赤 坂 プ リンス ホテ ル

議 案:会 長 ・副会 長 の選任 につ いて

(4)懇 親会

日時:平 成13年7月2日(月)

場 所:赤 坂 プ リンスホ テル

1-2企 画 部 会

(1)第1回 企 画部会

日時:平 成13年5月11日(金)

場所:タ イム24ビ ル

議事:平 成13年 度事 業の検討 につ いて

(2)第2回 企画部会

日時:平 成13年6月15日(金)

場所:青 海 フロ ンテ ィア ビル

議事:平 成12年 度 の成果報告 につ いて

(3)第3回 企画 部会

日時:平 成13年9月6日(木)

場所:タ イム24ビ ル

議事:平 成12年 度 の成果報 告 につい て

第1回 公開 フォー ラム報告 について

電子商取引 を巡 る法的論点 について

(4)第4回 企画部 会

日時:平 成13年10月17日(水)

場所:機 械 振興 会館

議事:平 成13年 度事 業実施状 況(上 半期)

につ いて

JapanPKIPa前 臣ershipにつ いて

法 的論点推 進準備 委員会 の状況 に

つ いて

(5)第5回 企 画部会

日時:平 成13年11月15日(木)

場所:機 械振興 会館

議事:法 的論点推 進準備 委員会 の状況

ADRセ ンター につい て

平成14年 度事 業計 画の検討(第1回)

(6)第6回 企画 部会

日時:平 成13年12月6日(木)

場所:機 械 振興 会館

議事:モ バ イルECア ンケ ー ト調査

Japa皿PKIPartnership設 立準 備会 の

状 況

平 成14年 度事業 計画 の検 討(第2回)

(7)第7回 企 画部会

日時:平 成14年1月17日(木)

場 所:霞 山会館

議事:事 業計 画(DRAFr)の 検討

1-3e－ マ ー ケ ッ トプ レ イ ス 委 員 会

e－マ ーケ ッ トプ レイス(e-MP)を 中心 と

して企 業 間ECの 現状 の問題点 ・課題 を洗 い

出 し,そ れ を基 に して効果 のあ る企業 間EC

の導入 に役立 つ情報 をe-MP,企 業 間ECの ユ

ーザ
,運 営者 に対 し提供 し,e-MPお よび企

業 間ECの 普 及拡大 に貢献 す る ことを活 動 目

的 と して い ます。

1・4プ ロ ダ ク トデ ー タ委 員 会

(1)第1回 プ ロダク トデ ー タ委員会

日時:平 成13年10月30日(火)

場所:機 械振興 会館

議事:活 動概 要案お よび進 め方 につい て
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(2)第2回 プロダク トデータ委員会

日時:平 成13年11月22日(木)

場所:機 械振興会館

議事:議 事録確認

産業 におけるプロダク トデータの

活用について(佐々木委員・岡委員)

(3)第3回 プロダク トデータ委員会

日時:平 成13年12月11日(火)

場所:機 械振興会館

議事:議 事録確認

産業 におけるプロダク トデー タの

活用について(大庭委員・坂井委員)

(4)第4回 プロダク トデー タ委員会

日時:平 成14年1月22日(火)

場所:機 械振興会館

議事:議 事録確認

産業におけるプロダク トデータの

活用 について(古 澤委員・鎌 田委

員・岩壁委員)

1-5法 的論 点 推進 委 員 会

平成13年9月 末に設置 された本委員会では,

12月 に 「電子商取引等 に関する準則への意見

(第1回)」 お よび 「『電子商取引等に関する準

則』ECOM事 務局 ドラフ トへのコメン ト」 を

産業構造審議会情報経済部会 ルール整備小委

員会 に提 出 しました。

1-6ワ ー キ ン グ グル ー プ

会員企業 を中心に学識者,有 識者で構成 し,

EC実 用化 のための具体的方策等 について検

討 しました。各WGの 検討内容お よびサ ブワ

ーキンググループ(SWG)の 構成 は以下の

通 りです。

(1)消 費者保護WG

企業消費者間の国際電子商取引市場 にお

ける消費者 と事業者双方からの信頼性確保

のための調査研究 と,実 現可能な具体的施

策の提言 を活動 目的として,オ ンライン ト

ラス トマーク国際標準化の支援 と,そ の実

効性の担保機能 としての裁判外紛争解決手

段(ADR)の 具現化 を行ってお ります。

(2)個 人情報保護SWG

ECの 普及促進の阻害要 因 となる問題点

に対 し,民 間企業の立場で法の遵守および

業界 としての自主規制 によるネッ ト環境の

整備 とプライバシー保護の意識の高揚 を図

ることで対応 し,国 民が安心 してITの便益

が受けられる社会環境づ くりに貢献するこ

とを目指 しています。

(3)決 済関連問題検討SWG

市場において利用 されている一般的な決

済手段についてその特徴 を整理 し,現 状 を

認識す るために検討対象 とする決済手段 を

個別 に調査 しました。そ して各手段が本来

目的 としている対象商品,価 格帯,目 的物

の授受方法,ま た支払行為や決済(資 金移

動)と 目的物授受の タイ ミングな どを把握

しました。

(4)認 証 ・公証WG

電子認証システム仕様検討SWG(SWG1)

電子認証 システム利用検討SWG(SWG2)

電子署名文書長期保存検討SWG(SWG3)

(5)セ キュリティWG

新 しい脅威 についての調査研究

新 しい情報セキュリティ技術 に関す る調

査研究

情報セキュリテ ィに関する標準 と関連制

度についての調査研究

「ECサイ ト向けセキュリティ対策 ガイ ド

ライン」評価改善

(6)ビ ジネスモデルWG
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ECの もつ創 造 的側 面 に焦 点 をあて,EC

が ビジネスチ ャンネル と して 日常化 した状

況下 での,企 業 の変革 ・発展 の手段 と して

のECの 特徴 抽 出 と ビジ ネスモ デ ル化 に努

めて い ます。

(7)モ バ イルECWG

ア ンケ ー ト調 査TF

モバ イル電子 チ ケ ッ トTF

モバ イル電子 決済TF

(8)電 子政府WG

行 政 ア ウ トソー シ ングTF

行 政 ポー タルTF

ベ ンチマ ー クTF

(9)XMLIEDI普 及促 進WG

ベ ー シ ック(旧 シ ンプル)EDI

アジア地 区普 及促進

1-7標 準 グ ル ー プ

(1)XMLIEDIグ ループ

XML/EDI標 準化 専 門委員会

イ ンター ネ ッ トEDI最 新動 向調査委員 会

(2)STEPグ ル■一・プ

ISOTC184/SC4国 内対 策委員会

標準 化調査 プロ ジェク ト委員会

生産 プロセス システ ムの標準 化委員会

機 械部 品電 子 ライ ブラ リの標 準化調査研

究普及 調査活 動

1-8国 際 連 携 グ ル ー プ

(1)国 際連携

ウェブでの情報 発信

海外EC動 向調査

ECに 関す る国際連 携

日本 のEC市 場 実態 調査 と海外 発信

(2)日 韓EC推 進協 議会

平 成13年10月8日 ～10日 に本年度 第1回 日

韓EC推 進 協 議会 が韓 国 済州 島で 開催 され

ま した。 日本 か ら25名,韓 国 か ら29名 の産

業界 と政府関係者が参加 し,日 韓相互の更

なるEC推 進のための討議が行われました。

次回は平成14年2月 日本(鹿 児島)で 行 う

予定です。

1-9普 及 広 報 グル ープ

(1)ブ ロー ドバ ンド時代 におけるネ ット

ワーク社会フォーラム

ネッ トワーク社会の進展に備え,そ の利

用基盤の整備 を進めるため,高 度に発展 し

たネ ッ トワーク社会像 をスケッチ し,そ の

ような社会を 「安全で信頼で きるもの」 に

するための課題 と,必 要 となる対応につい

て整理 を行 っています。

●第1回 フォーラムの開催

主 催:電 子商取引推進協議会(ECOM)

後 援:経 済産業省

日 時:平 成13年8月30日(木)

場 所:コ クヨホール

参加者:291名

プログラム

「高度情報化社会 に向けた日本の取 り組

み」

経済産業省 大野 秀敏氏

「高度情報化社会の実現に期待する」

慶雁義塾大学 中島 洋氏

くパネルディスカッション〉

「高度ネッ トワーク社会の具体的なイメ

ージを探 る」

㈱野村総合研究所 辻 直志氏

㈱ 日立総合計画研究所'白 井 均氏

トヨタ自動車㈱ 加藤 雅章氏

㈱NTTデ ータ 神谷 慎吾氏

くパネルディスカッション〉

「高度ネッ トワーク社会 を支 えるイ ンフラ」

日本電気㈱ 後藤 龍男氏

松下電器産業㈱ 田中 勉氏
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KDDI㈱ 小林 洋氏

くパネルディスカッション〉

「高度ネ ットワーク社会 における"安 心

と信頼"の 課題」

電子商取引推進協議会 重松 孝明氏

東京電機大学 佐々木 良一氏

日本IBM㈱ 仲田 聰氏

監査法人 トーマッ 脇田 一郎氏

●第2回 フォーラムの開催

主 催:電 子商取引推進協議会(ECOM)

後 援:経 済産業省

日 時:平 成13年11月22日(木)

場 所:シ ェーンバ ッハ ・サボー利根

参加者:189名

プログラム

「高度 ネットワーク社会の具体像 を探 る」

慶雁義塾大学 中島 洋氏

「ブロー ドバ ン ド時代 を支えるネットワ

ークインフラと新 しい機器像」

日本電信電話㈱ 岡田 忠信氏

「高度 ネッ トワーク社会の具体像 とその

実現条件」

㈱ 日本総合研究所 新保 豊氏

くパネルディスカッション〉

「高度 ネットワーク社会の実現性 と実現

のための課題」

慶鷹義塾大学 中島 洋氏

日本電信電話㈱ 岡田 忠信氏

㈱ 日本総合研究所 新保 豊氏

松下電器産業㈱ 西川 宏氏

日経BP社 吉川 和宏氏

「高度 ネットワーク社会の"安 全 と信頼"

の実現に向けた課題」

日本経済新聞社 関口 和一氏

「技術面での課題」

日本田M㈱ 石垣 良信氏

「法制 も含 むルールの再構築 について

の課題」

弁護士 岡村 久道氏

〈パネルデ ィスカッション〉

「高度ネ ットワーク社会の安全 と信頼の

実現 に向けた課題」

日本経済新聞社 関口 和氏一

日本IBM㈱ 石垣 良信氏

弁護士 岡村 久道氏

セコム㈱ 田尾 陽一氏

㈹ 日本消費生活ア ドバイザー ・コンサ

ルタン ト協会 宮本 一子氏

電子商取引推進協議会 重松 孝明氏

(2)PKI連 携推進 フォーラム

10月1日 の情報化 月間行事の特別講演会

として,ア ジアPKIフ ォーラム推進協議会

(現:日 本PKIフ ォーラム)と 共催 で第1回

PKI連 携推進フォーラムを開催 しました。

「電子署名 ・認証 で,ど う変わる電子商取

引 一電子認証基盤 ・サー ビスの現状 と展

望 一」

主 催:電 子 商 取 引 推 進 協 議 会

(ECOM),ア ジアPKIフ ォーラ

ム推進協議会(APKI-J)

日 時:平 成13年10月1日(月)

場 所:東 京全 日空ホテル

参加者:468名

プログラム

「電子署名で変わる電子商取引」

東京大学 内田 貴氏

「政府における電子署名 ・認証の推進 と

取 り組み」

経済産業省 大野 秀敏氏

「商業登記 に基礎 を置 く電子認証制度の

概要 と今後の展望」

法務省 後藤 博氏
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「電子認証 サ ー ビス の現 状 につい て」

㈱ 野村 総合研 究所 中村 雅 彦氏

「国際電子 商取 引 にお け る電子認 証の相

互連携 と課題 」

アジアPKIフ ォー ラム推 進協 議会

手塚 悟氏

「電子認 証 システ ムの導入事例 と課題」

一貿易 分野 にお ける電子認 証 システム ー

㈱ 日本 電子貿易 サ ー ビス 鍛 冶 俊 彦氏

一金融 システムにおける電子認証 システムー

㈱ 東京 三菱銀行 高橋 則彦氏

一その他 の先進業 界 におけ る導入事 例 一

エ ン トラス トジ ャパ ン㈱ 鈴木 優 一氏

「我 が 国 にお け る電子認 証基盤整 備 に向

け た課題 と取 り組 み」

電子 商取 引推 進協議 会 米倉 早織

(3)e－ エ ンジニ ア リングフ ォー ラム

平 成13年12月12日(水)～13日(木)に,都

市 セ ンターホ テル及 び全 国都 市会館 で開催

されたe-Businessフ ォー ラム2001に おい て,

「e－エ ンジニ ア リ ング」 を テー マ に,各 界

を代 表す る有 識 者 よ り,ビ ジネス モ デル,

技術 動 向,コ ラボ レー シ ョン,デ ー タ流通

な ど,様 々 な切 り口か ら,設 計 プ ロセスが

直面 す る課 題や方 向性 について提案 を行 い

ま した。

主 催:働 日本情報 処理 開発協 会 ・電 子

商取 引推進 セ ンター

後 援:EDI推 進協 議会,電 子商取 引

推進協 議会

日 時:平 成13年12月12日(水)～13日

(木)

場 所:日 本都市 セ ンター会館,全 国都

市会 館

参加 者:380名

プ ログラム(e－ エ ンジニ ア リ ング フ ォー

ラム関連)

「不 況下 の製造業 の新 しい ビジ ネスモデ

ル とITの グラ ン ドデザ イ ンと実践手

法 一確 実 に利益 ので る製 造業 の シス テ

ムモデ ル と成功 す る導入 手法 とは 一」

ネクス テ ック㈱ 山田 太郎 氏

「国土交通省 のCALS/ECに おける情報共有」

㈱ 日本建設情報総合 セ ンター 西 岡 誠治氏

「『環 境 配慮 型』 製 品 開発 の支援 へ の取

り組 み」

㈱ 三協 精機製作 所 丸 山 栄家氏

「SemanticWeb時 代 のエ ンジニア リング

ー独 創 か ら共創 へ 一」

CollaborativeEnginee亘ngOfficeIniTiative

(CEO)協 議会 綾 日天 彦氏

「オーフ。ン型 の製造業 ビジネスコミュニティ「NCネットワ

ーク」にお けるネット協 業 の現 状 と課 題」

㈱ エヌ シー ネ ッ トワー ク 安井 照 人氏

「海外 での デー タ共 有 ・交換 の状況,国 内

の3次 元 デー タ交換 の状況」

電 子商取 引推進 協議会 上 田 高廣氏

千 田 雅 彦氏

(4)普 及広 報

ECOMの 活 動状 況や成果 を会員 お よび一

般 に広 く普 及 す るた め,会 報 誌 「ECOM

Newsletter」 の 第13～19号 を発 行 す る と と

もに 「ECOMセ ミナー」 を6回(第13～18

回)実 施 しま した。 また,ECOMJournal

No。3の 発 行 を4月 末 に予'定 して い ま す 。

WWWサ ーバ にお い て は充 実 を進 め,ア ク

セス数 も順 調 な伸 び を示 して い ます。 さ ら

に展示 会 や講演 な どにお いて,ECOMの 成

果 を積極 的 に紹 介 しま した。

●ECセ ミナー ・体験 キ ャ ンペ ー ン(ビ ジ
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ネ ス シ ョウTOKYO2001)

来 場 者 に対 し,電 子 マ ネ ー デ モ ンス トレ

ー シ ョ ンお よび イ ン ター ネ ッ トEDIデ モ ン

ス トレー シ ョン を行 い ま した 。

日 時:平 成13年5月22日 ～25日

場 所:東 京 ピ ックサ イ ト

参 加 者:2,500名

協 力 企 業:①MONDEX

② 日立 製 作 所(TWX-21)

● 九 州 ・国 際 テ ク ノ フ ェ アIT2001

小 倉 に て 開 催 さ れ る イベ ン トに 参 加 し,

電 子 マ ネ ー の デ モ ンス トレー シ ョ ン を行 い

ま した 。

日 時:平 成13年11月8日 ～10日

場 所:西 日本 総 合 展 示 館 西 館

参 加 者:31,021名

協 力 企 業:三 井 住 友VISAカ ー ド

●DiglTalWareOsaka2001

大 阪 に て 開 催 さ れ る イ ベ ン トに参 加 し,

電 子 マ ネ ー の デ モ ンス トレー シ ョン を行 い

ま した 。

日 時:平 成13年11月28日 ～30日

場 所:マ イ ドー ム大 阪

参 加 者 二21,689名

協 力 企 業:三 井 住 友VISAカ ー ド

な お,ECOMの 事 業 内 容 お よ び活 動 状 況 に

つ い て は,下 記 を ご参 照 下 さい 。

→URL:http://www .ecom.jp

2.EDI推 進 協 議 会

63(平 成14年1月 現在)の 業 界 団体 に会 員 と

して,ま た,関 係3省 庁(経 済 産業省,財 務 省,

国土交通省)に オブザ ーバ と して ご参加 ・ご

協 力 を い た だ きな が ら,「EDI推 進 協 議 会

(JEDIC)」 の事務局 を運営 してお り,日 本産業

界 にお け るEDIの 更 なる導入 促進 を 目指 して

活動 を行 っ てお ります 。具体 的 には,EDIに 係

る共通問 題 の検討 お よび普及 ・推進 につ いて

業 際 的立場 か ら総合 的 に取 り組 んでい ます 。

活 動 の 中心 は,EDI導 入 お よび推進 上 の問

題 点 な どの抽 出,な らび に対処 方法 を検 討す

る委員会 ・部会 活動(運 営 委員会,国 際 部会,

普及 ・啓 蒙 部会),企 業 間ECやEDIを テ ーマ

に し た セ ミ ナ ー な ど の 開 催,JEDIC

Newsletter(隔 月発 行(奇 数 月))な ど広 報

誌 ・報告 書 の発 行,お よびWebに よる情報発

信 です 。

平 成13年 度 総会(7月 開催)で 承 認 され た

事業 計画 に基 づ いて活動 を行 ってお り,こ れ

まで の主 な実績 は下記 の とお りです 。

第2回 運 営 委員 会(平 成13年10月)を 韓 国

にて開催 し,韓 国電 子去 来協 議i会(KCALS)

との交流 を深 めた ほか,韓 国電 力公社,韓 国

自動 車工 業会 へ の視 察 を実 施 い た しま した。

国際 部会,普 及 ・啓 蒙 部会 で は,今 年 度 で6

回 目にな る 「EDI実 態調 査」 の調 査項 目,実

施方 法 につい て討 議い た しま した。

そ こで の議論 を受 けて,EDI実 態 調査 を平

成13年12月 か ら平 成14年1月 にか け て実 施 し

ま した。3月 末 には と りま とめ,結 果 をホ ー

ムペー ジ上 な どで広 く公 開す る予 定 です。

平 成13年6月8日 に開催 した第1回 普及研 修

会 「国内外 のEDI最 新 事情 」 で は237名 の 方

に ご参 加 いた だ きま した。9月7日 に実施 した

第2回 普 及研 修 会 で は 「企 業 間電 子商 取 引 の

新 しい潮 流」 をテ ーマ に,200名 の 方が ご参

加 され,熱 心 な聴講 と質疑 が行 われ ま した。

第3回 普 及研修 会(平 成14年3月1日 開催)で

は,「EDI先 進 導 入業 界 の最 新 動 向」 をテ ー

マ に電力業 界,繊 維業界,生 鮮業 界,物 流業
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界,広 告 業 界,TEDIClub等 の方 か ら,EDI

導入事 例 を中心 にその業 界の動 向 をご報告 し

て い ただ きま した。 この 回で は ,169名 の方

にご参加 いただ きま した。

電子 商取引推 進 セ ンター(ECPC)の 主催 で,

12月12日,13日 に都市 セ ンターホ テル な どで

開催 され ま した 「e-Businessフ ォー ラム2001」

には,企 画 ・運営 ・講 師の派 遣 な どに関 し,

ECOMと と もに後援 しま した。

〈 「JEDICNewsletter」 の ア ド レ ス 〉

→http://www .ecom.jp/jedic/news _let/n_home.htm

〈JEDIC普 及 研 修 会 の プ ロ グ ラ ム 〉

→http://www .ecom.jp/jedic/news/semi2001.htm

標準企業 コー ド登録数の推移
件
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BPIDと は

CII標 準 にお け る標 準 メ ッセ ー ジは,CIIシ

ンタ ックスル ール に基づ いて各産業 界等で 開

発す るこ とになってい ます 。業界 団体等 の メ

ッセー ジ開発 を行 う組織 を 「メ ッセー ジ開発

機 関」 と呼 び ます。 同様 の 目的 ・名称 の標 準

メ ッセー ジであ って も,各 業界 の特性 に よっ

て内容 の異 な るメ ッセー ジが作 成 される場合

があ ります ので,こ れ らを識 別 す るた め に,

「BPID」(ビ ジ ネス プ ロ トコルID)が 必 要 と

な ります 。

「BPID」 は どの標準 メ ッセ ー ジ開発機 関

が作 成 した どのバ ー ジ ョンめ標 準 メ ッセ ージ

であ るか を特 定す るため の もの です。一般 に,

「BPID」 とメ ッセ ージの種類 を表す 「情報 区

分 コー ド」 を組 み合 わせ る ことで,標 準 メ ッ

セ ージ をユニ ー クに特定 す る こ とが可 能 とな

ります。
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BP旧 の登録状況

識別子 標 準 メ ッセー ジ開発機 関 登録年

EIAJ ㈹電子情報技術産業協会EDIセ ンター 1989年

JPCA 石油化学工業協会 1991年

FEPC 電気事業連合会 1991年

CINT 側膳 設業振興基金 建設産業情報化推進セ ンター 1992年

HIIS 側)住宅産業情 報 セ ンター 1992年

JEMA ㈱日本電機工業会 1992年

JISI ㈹日本鉄鋼連盟 1992年

JCMA ㈹日本電線工業会 1992年

VMDI 食品業界企業間情報 システム研究会 1992年

JDIY ㈹ 日本 ドゥ ・イ ッ ト ・ユ ア セ ル フ協 会 1994年

TRPT 物流EDI推 進機構 1994年

JGAS ㈲ 日本ガス協会 1994年

TIRA 中小企業総合事業 団 商品コー ド情報セ ンター 1995年

NEWS ㈹ 日本新聞協会 広告委員会 1995年

JTRN
国内物流標準(㈲ 日本ロジスティクスシステム協会/

從 日本物流 団体連合会 物流EDIセ ンター)
1995年

JAMA ㈱ 日本自動車工業会 1996年

CPSD 通信資材EDI推 進部会 1996年

WAVE 從 日本広告業協会 1997年

HWSW 小型 コ ンピュー タ業界EDI取 引委 員会 1998年

JALF ㈹ 日本アル ミニウム協会 1998年

PAJE 石油連盟 1999年

SJAC ㈹ 日本航空宇宙工業会 1999年

TFCA ㊥通信電話工事協会 1999年

3.日 本PKIフ ォ ー ラ ム

ア ジ アPKIフ ォー ラ ム推 進 協 議 会 は平 成

14年1月1日 付 けで 日本PKIフ ォー ラム と名称

を変 更 しま した。推進 本部 と して の業務 内容

は,従 来 と同 じ く,PKIの 相互 運用性 の確 立

及 びそ の普及 を 目的 と した もの です。

平成13年 度 の主要活動 の一つ と して,日 本,

韓 国,シ ンガポ ールの三国 間相 互認証実 証実

験 を行 な って来 ま した。今後 関係先 と協 議 の

上,こ の成果をシンポジウムや国際会議の場

で発表す る計画です。

また,ア ジア各国 ・地域 の電子署名 ・電子

認証並びにその応用 としての電子政府や電子

商取引の調査 を行 なってい ます。PKI・ 電子

認証関連のビジネス動向や法制度 を含む調査

結果 を纏める予定です。

推進本部は,日 本,韓 国,シ ンガポール,

中国等8つ の国 ・地域がメンバーとなり設立

一両一50一



され た 「ア ジアPKIフ ォー ラム」 の事 務 局活

動 も行 なってい ます。

ア ジアPKIフ ォー ラムの運営 計 画,ワ ーキ

ン ググ ル ー プ(WG)活 動体 制 、会 則 な どに

関 し同 フ ォー ラムの運 営委員 会で討議 を重 ね

た結果,昨 年12月 に合 意が 出来 ま した。 これ

に よ りア ジアPKIフ ォー ラム の フ レー ム ワー

クが 決 ま り,本 年1月 よ り実 質的 な活 動 を行

な う体 制 が整 い ま した。 今後WG毎 の各種 活

動 を行 な って い く計画 です。

先 端情報技術研究所所

1.情 報 技術 開発 に関 す る調 査 研 究

ITを活用 した豊かな経済社会 を構築するた

めには,中 長期的な視点か らの情報技術の研

究開発 とともに情報産業の技術 シーズ となる

基礎技術の研究開発が必要です。

また,IT革 命の進行 によって21世 紀の産業

は 「物の生産」か ら 「知的財産の創生」へ と

変貌する新 しい時代 となってきています。

このため,当協会先端情報技術研究所では,

このような時代 における情報技術の研究開発

のあ り方 について検討 を行 ってい ます。

平成13年 度は、平成12年 度に引 き続 き,「技

術 政策委員会」(委 員長 水野幸男NECイ

ンフロンティア(株)取 締役相談役)を 設置

し,情 報技術開発に関する調査研究方針等全

体的な観点から審議 を行い,以 下の とお り調

査研究 を実施 しています。

(1)21世 紀のIT研 究開発体制のあ り方 につい

て

国が支援する研究開発 に関する仕組みにつ

いて,国 際的な競争力 を強化する観点か ら,

調査研究 を行 っています。実施 にあたっては,

昨年 度 に引 き続 き当該分 野の専 門家 か らなる

「情報 産業 の研 究 開発 体制 の あ り方 に関 す る

検討 作 業 委員 会」(委 員長 後 藤滋樹 早稲

田大学 理工 学部情報 学科教授)を 設置 し,調

査検討 を行 っ てい ます。

平 成13年 度 は,「IT研 究 開発拠 点 の 国内 立

地 とその発展 の ための条件」 を調査 テ ーマ と

して,21世 紀 の技 術貿 易 の時代 へ どう対応 す

べ きか,国 全体 のIT投 資 は どうあ るべ きか,

IT研 究 開発拠 点 の国内構築 は必 要か,技 術貿

易時代 の研 究 開発 に向け た仕組 み,法 ・制度

の改革 は どうあるべ きか等 に焦 点 を当て,す

で に技術 貿易 時代 に突入 して い る情 報産業 の

有 識者 の意見 を中心 に収集 分析 を行 ってい ま

す 。

また,こ の検 討 に必 要 な基礎 資料 と して,

「情報 先 進 国 の情 報技 術 政策 と重 点分 野」 に

つ いて調査専 門会社 に調 査委託 してい ます。

(2)諸 外 国のIT研 究 開発 の現状 調査

今 後 の情 報 産 業 の戦 略 的 な情 報 技 術 と し

て,ハ イエ ン ドコン ピューテ ィング技 術 お よ

び人 間主体 の知的情報 技術 につ いて,米 国 を

中心 と した研 究開発動 向 を調査 してい ます 。

ま た,米 国 連 邦 政 府 のNCO:National

CoordinationOfficeが ま と め て い る

"Bl
uebook2002":NetworkingandInfo㎜ation

TechnologyResearchandDevelopmentの 日本

語訳 な ど資料 の整備 を行 ってい ます 。(本 資

料 は,米 国NCOの 承 認 を得 て 当研 究 所 が 翻

訳 した ものです 。す で にホニムペ ー ジに全 文

公開 してい ます ので,是 非参考 に して下 さい。

http:〃www.icot.or.jp/)

(a)ハ イエ ン ドコ ンピューテ ィ ング技術 に関

す る調 査研 究

米 国 のハ イエ ン ドコ ンピューテ ィング研 究
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開発動 向,ハ イエ ン ドコ ンピューテ ィ ング研

究開発 の新 しい動向 と今 後 の流 れについ て取

りま とめ てい ます。

実 施 にあ た っ て は,昨 年 度 に 引 き続 き,

「ハ イエ ン ドコ ン ピュー テ ィング技 術 調査 ワ

ー キ ング グルー プ」(主 査 山 口喜教 筑波

大 学電子 ・情報工 学系教授)を 設置 し,調 査

研 究 を行 ってい ます 。

この調 査 に関連 して,以 下 の とお り米 国 に

調査 員 を派遣 しま した。

【米 副

〔期 間〕

〔調査 員〕

〔派遣先〕

平 成13年11月11日 ～18日

若 杉 康 仁(当 協 会 先 端 情 報 技

術 研 究 所 技 術 調 査 部 主 任研 究 員)

Grid2001(デ ンバ ・・一・一)

SC2001(HighPerformanceNet-

workingandComputing)(デ ンバ

ー)

(b)人 間主体 の知 的情報技 術 に関す る調査研

究

これ まで,コ ンピュー タ化 しや すい部分 は

非常 に大 きな 自動化 の効果 を上 げて きま した

が,知 的精神 活動 に直接 関 わる ような,コ ン

ピュー タ化 し難 い といわれ て きた部分 にお い

て は,ま だ多 くの研 究の余 地が残 されて お り,

感性 の扱 い等 を含め,多 くの要 素 を考 慮 した

ユ ーザ イ ンタフェースの さらなる向上 が期待

されてい ます。

平成13年 度 は,こ の分野 にお け る米 国の政

府支援情報技術 開発の動向,研 究開発の新 し

い展開 と内外の動向新 しい研究動向を取 りま

とめてい ます。実施にあたっては,昨 年度に

引 き続 き,「 人間主体の知的情報技術調査 ワ

ーキンググループ」(主 査 奥乃博 東京理

科大学理工学部情報科学科教授)を 設置 し,

調査研究を行 っています。

この調査 に関連 して,以 下のとお り米国に

調査員を派遣 しました。

【カナダ ・米国】

〔期 間〕

〔調査 員〕

〔派遣先〕

【米 副

〔期 間〕

〔調査員〕

〔派遣先〕

平 成13年5月29日 ～6月6日

大 須 賀 昭 彦 氏(㈱ 東 芝 研 究 開

発 セ ン ター コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ ト

ワ ー ク ラ ボ ラ トリー 主 任 研 究 員)

AutonomousAgents2001(モ ン ト

リ オ ー ル)

カ ー ネ ギ メ ロ ン大 学,マ サ チ ュ

ー セ ッ ツ工 科 大 学(マ サ チ ュ ー

セ ッ ツ)

なお,本 事 業 は,

金 を受 けて実施 してお ります 。

平 成13年8月4日 ～19日

牧 村 信 之(当 協 会 先 端 情 報 技

術 研 究 所 技 術 調 査 部 主 任 研 究 員)

IJCAI(lntemationalJointConfe-

「enceonArtificialIntelligence),

RobCup(シ ア トル),SIGGRAPH

(ロ サ ンゼ ル ス)

日本 自転 車 振 興 会 の補 助
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情報化をめぐる環境が、技術面、制度面等において大きく急速に変化してきてい

る中で近年産業界においては、ネ ットワークを核としたlT(情 報技術)の導入と

その高度利用が企業の経営戦略を制するともいわれている。コンピュータユーザ

の情報化の実態を、継続的なデータとして把握するとともに、その時々の情報化

の新 しい流れを客観的な視点から的確に捉えるために、毎年アンケー トにより調

査を行なっています。本報告書は、約9,700の 事業体の情報システム部門を対

象に実施したアンケー ト調査の結果をもとに、その情報処理および情報化の動向

について集計 ・分析を行ない、とりまとめたものです。

[・ 判
付表 「コンピュータ利用状況調査集計結果大要」

わが国における情報システムのセキュリテ ィ対策の状況を把握するため、「情報セキュリ

ティに関する調査」を実施いたしました。 調査は、企業等の情報システム部門を対象に行

い、セキュリティ対策の現状と問題点の把握および、今後のセキュリティ対策の傾向を把

握することをねらいとしています。

lA4判
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